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はじめに 

JACR Monographは、地域がん登録全国協議会（現・日本がん登録協議会、JACR）の学

術集会記録集として、1995年（平成7年）に発刊されました。2012年までの18年間に18冊の

記録集と1冊のsupplement（2003年発刊）が刊行されています。2013年の第19刊からは、

学術集会記録に加え論文投稿も募集し、毎年度1冊が刊行され、2016年には2冊目の

supplementを発刊しました。ISBNが取得されており、JACRが定期に刊行する、がんの記述

疫学研究を主とした学術的な単行本です。医学論文検索サイトの医中誌で検索可能であり、

JACRのウェブサイトやメディカルオンラインからもお読みいただけます。 

JACRでは査読プロセスを経る和論文としての投稿を推奨しており、新たな編集体制での

発刊となった平成30年度の第24刊から、第１部を構成する論文集の査読において、編集委

員以外の査読者も含めた複数でのpeer reviewとしています。投稿原稿の採否は、査読プロ

セスを経たのち、JACR学術委員会モノグラフ編集委員で審議し決定します。令和5年度の第

29刊では、投稿のあった1論文が査読を経て採用となりました。 

第23刊までのB5版ではなくA4版とし、査読プロセスを経ない第２部を構成する学術集会

記録については、学術集会での配布物との重複に配慮し、研修会資料の再掲中止、第27刊

から抄録の縮小掲載も中止しました。優秀賞受賞演題および一般演題以外の全演題、一般演

題のうち希望のあった演題については、査読プロセスを経る第１部の和論文としての投稿、

それが難しい場合は、発表者の責任において口演抄録に図表等を追加加筆して2ページにま

とめたもの、あるいはポスターの縮小版での掲載を依頼しています。新型コロナウィルス感

染症（COVID-19）対応でウェブ開催となった第29回から第31回の学術集会については、

原則、全てのポスターを縮小掲載しました（発表者が希望されない場合やいわゆるポスター

形式が設定されなかった第30回学術集会を除く）。現地開催の第32回が対象の第29刊で

は、口演のうち9演題とポスター全演題を掲載しています。 

本書が、がん登録を活用し、がん対策を効果的に推進するための一助になれば幸いです。 

令和 5 年度の JACR Monograph の発刊にあたって… 

モチベーションの源は、大切に思う仕事を大切に思う人たちとすること。 

（Sheryl K Sandberg） 

令和 6 年 ３月 

JACR  Monograph 

編集長 宮代 勲 
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がん登録推進法に示されている全国がん登録と院

内がん登録を利用する際は、それぞれの特徴を考慮

し、最適な情報を選択して分析に利用することが望

ましい。今回、府内在住のがん患者について各医療機

関がどの程度治療に関わっているのか、患者居住地

に基づく大阪府の 8 つの二次医療圏別に集計した。

本分析には全国がん登録情報の利用が適すると考え

たが、公表されている院内がん登録情報には誰でも

利用しやすいメリットがあり、多くの医療機関にお

いて分析に用いられており、両情報を用いた分析に

よりどのような違いが見られるかを示すことは有用

な情報提供となると考えた。 

 

 

 

 第 1部 論文集 

資料 

 

  

 

がん治療における医療機関カバー割合 

—大阪府がん登録情報と院内がん登録全国集計
報告書資料から見える違い— 

 

石田理恵、田家宗博、原加奈子、久馬麻希、花原 聡、 

森島敏隆、中田佳世、桒原佳宏、宮代 勲 

大阪国際がんセンター がん対策センター 

要 旨 

がん治療における患者居住地に基づく二次医療圏別の医療機関カバー割合を算出した。大阪府がん

登録情報を用いた場合は府内在住患者に限られるが、全ての病院および指定診療所の実態を把握で

きる。治療は主にがん診療連携拠点病院等を中心に行われていたが、カバー割合は二次医療圏により

ばらつきが見られた。一方、院内がん登録情報は集計値の公表が早いが、全国集計報告書資料には

初回治療以外の症例が含まれ、複数医療機関にまたがる腫瘍情報は重複カウントされる。院内がん

登録全国集計提出施設の治療に占める割合が高い地域ではある程度のがん診療実態を把握できる

ものの、地域住民のがん実態把握には、1 腫瘍 1 登録に集約され、全ての病院および指定診療所の

情報が含まれる全国がん登録情報の利用が適している。がん登録情報の特性を踏まえ、目的に応じた

使い分けと解釈が重要である。 

 

１．はじめに 
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２．方法 

 

大阪府には 8つの二次医療圏があり（図 1）、国が

指定する都道府県がん診療連携拠点病院と地域がん

診療連携拠点病院（以下、国指定病院）18施設、大

阪府が指定する大阪府がん診療拠点病院（以下、府指

定病院）49施設がある（二次医療圏区分並びに医療

機関の指定状況は 2022 年 4 月時点）。都道府県指定

のがん診療拠点病院の数は、他の都道府県と比べ大

阪府は多く、国指定病院および府指定病院で府内在

住がん患者の診療を 8 割カバーしている 1)。国指定

病院および府指定病院は院内がん登録全国集計へデ

ータ提出している。 

 

 

大阪府がん登録情報は、がん登録等の推進に関す

る法律 2）の第 18 条に基づき申請を行い入手し、独自

に加工のうえ、治療を実施している医療機関に着目

して集計を行った。大阪府の上皮内がんを含む全が

ん種（ICD-10：C00-C96、D00-D47）、2018 年罹患

の83,007件から患者居住地が大阪府以下不明の腫瘍

1件、DCO 症例 1,488件、全国がん登録罹患数・率

報告の統計対象ではないがん1,293件、観血的治療、

薬物治療、放射線治療のいずれも実施されていない

腫瘍 16,910 件を除外した。集計対象は 63,315 件で

あった。DCI 症例は集計対象に含む。患者居住地を

二次医療圏に分類が可能な腫瘍83,006件を総数とし、

各二次医療圏別の DCI および DCO 割合を算出した

（表 1）。各腫瘍に対する初回治療を観血的、薬物、

放射線の順で、実施している医療機関を「治療医療機

関」として 1 ヶ所設定した。各二次医療圏に在住の

患者の腫瘍数合計に占める、定義に基づき治療医療

機関と決定された腫瘍数の割合をその医療機関のカ

バー割合として算出した。さらに、国指定病院および

府指定病院のカバー割合が最も低い二次医療圏 1 つ

に着目し、院内がん登録全国集計報告書資料を用い

た算出を行った。 

院内がん登録情報では「がん情報サービス」3）に公

表されている「2018年全国集計報告書資料 院内が

ん登録割合（カバー率）と二次医療圏別登録数」4）を

用い、各医療機関の登録割合を集計した。各医療機関

の登録数が、患者居住地の郵便番号に基づく二次医

療圏別に集計されている。集計対象にはがん診療連

携拠点病院等院内がん登録標準登録様式 2016 年版

に基づく「項目番号 420：症例区分 80その他」を除

く全登録数、すなわち、「10 診断のみ」、「20 自施設

診断・自施設初回治療開始」、「21自施設診断・自施表 1.大阪府がん登録情報の精度指標 

図 1.大阪府の二次医療圏 

豊能 三島 北河内 中河内 南河内 堺市 泉州 大阪市 計

DCI
※1

（%） 2.2% 1.8% 3.0% 3.0% 2.5% 2.4% 2.3% 3.1% 2.7%

DCO※2（%） 1.5% 1.4% 1.7% 2.0% 1.5% 1.4% 1.5% 2.3% 1.8%

※1
Death Certificate Initiated：死亡情報のみの症例および遡り調査で「がん」が確認された症例

※2
Death Certificate Only：死亡情報のみの症例
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設初回治療継続」、「30他施設診断・自施設初回治療

開始」、「31他施設診断・自施設初回治療継続」、「40

初回治療終了後」が含まれる。二次医療圏別の初回治

療実施症例に限った各医療機関の登録数は報告書に

は公表されていなかったため、全登録数を用いた。報

告書においては、登録数 10未満の場合は数値が秘匿

されているため、（1-3）は 2、（4-6）は 5、（7-9）は

8として算出した。府内で院内がん登録全国集計に参

加している国指定病院および府指定病院および一部

の一般病院の各登録数をそれぞれ合計し、集計対象

は 78,414件であった。各二次医療圏の登録数合計に

占める各医療機関の登録数の割合を算出し、複数の

医療機関にまたがる腫瘍情報は集約されておらず重

複カウントとなることから、カバー割合ではなく登

録割合と呼ぶこととした。 

医療機関の種別は、国指定病院、府指定病院、一般

病院、診療所と区別した。国指定病院および府指定病

院の各施設については、二次医療圏別に医療機関単

位で集計した。それ以外の医療機関は、「一般病院」

または「診療所」の単位でそれぞれ一括カウントし、

さらにその所在地を各二次医療圏の「圏内」または

「圏外」を区別して集計した。大阪府がん登録情報で

は、府外の医療機関は近畿（1府 4県）と近畿以外を

区別しそれぞれ一括で集計した。院内がん登録全国

集計報告書資料では、府外の医療機関について、大阪

府の二次医療圏別登録数は公表されていないため集

計できなかった。 

3．結果 

 

大阪府がん登録情報を用いて集計した患者居住地

に基づく大阪府の 8 つの二次医療圏別の国指定病院

および府指定病院のカバー割合は、72.6～91.1%であ

った（表 2）。カバー割合が最も低いのは大阪府の北

東部に位置する北河内医療圏（n=7,990、カバー割合

72.6%）で、その医療機関別のカバー割合を図 2に示

す。カバー割合は、府内の国指定病院 14施設で39.3%

（うち、北河内医療圏にある国指定病院 1 施設で

24.9%）、府指定病院 34施設で 33.2%（うち、北河内

医療圏にある府指定病院 5 施設で 26.8%）、一般病院

53施設で 23.0%（うち、北河内医療圏にある一般病

院 26施設で 22.0%）であった。図 2におけるその他

については、診療所 4 施設で 0.8%（うち、北河内医

療圏にある診療所 2 施設で 0.1%）、近畿 1 府 4 県で

3.4%、近畿以外 11都県で 0.2%であった（表 2）。 

 次に、同医療圏について、院内がん登録全国集計報

告書資料に基づき集計した結果（n=8,220）を図 3に

示す。登録割合は、府内の国指定病院15施設で48.6%

（うち、北河内医療圏にある国指定病院 1 施設で

30.3%）、府指定病院 39施設で 50.8%（うち、北河内

医療圏にある府指定病院 5 施設で 41.2%）、一般病院

4施設で 0.5%であった。 

 カバー割合と登録割合の医療機関別の順位を比較

すると一部の医療機関の順位に相違が見られた。割

合の高い順に医療機関を示すと、カバー割合では、国

指定病院 A、府指定病院 F、府指定病院 G、国指定病

院 B、府指定病院 H、府指定病院 I であったが、登

録割合では、国指定病院 A、府指定病院 F、府指定病

院 H、府指定病院 G、府指定病院 I、国指定病院 Bで

あった。 
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豊能 三島 北河内 中河内 南河内 堺市 泉州 大阪市

同医療圏（国指定病院※1） 2 1 1 2 2 2 2 6

同医療圏（府指定病院
※2

） 6 4 5 4 5 3 5 17

治療数 7,342 5,223 7,990 5,993 4,658 5,953 6,618 19,538

治療数

（カバー割合%）
同医療圏（国指定病院

※1
） 2,324（31.7） 1,546（29.6） 1,988（24.9） 1,662（27.7） 1,610（34.6） 2,286（38.4） 1,753（26.5） 7,779（39.8）

同医療圏（府指定病院※2） 2,710（36.9） 1,564（29.9） 2,145（26.8） 1,311（21.9） 1,400（30.1） 1,418（23.8） 2,809（42.4） 7,759（39.7）

小計 5,034（68.6） 3,110（59.5） 4,133（51.7） 2,973（49.6） 3,010（64.6） 3,704（62.2） 4,562（68.9） 15,538（79.5）

他の7医療圏（国指定病院
※1

） 425（5.8） 665（12.7） 1,153（14.4） 1,901（31.7） 890（19.1） 1,275（21.4） 798（12.1） 619（3.2）

他の7医療圏（府指定病院※2） 979（13.3） 551（10.5） 513（6.4） 585（9.8） 269（5.8） 358（6.0） 210（3.2） 623（3.2）

がん診療拠点病院計 6,438（87.7） 4,326（82.8） 5,799（72.6） 5,459（91.1） 4,169（89.5） 5,337（89.7） 5,570（84.2） 16,780（85.9）

同医療圏（一般病院※3） 436（5.9） 542（10.4） 1,761（22.0） 170（2.8） 320（6.9） 468（7.9） 530（8.0） 1,847（9.5）

他の7医療圏（一般病院
※3

） 135（1.8） 165（3.2） 79（1.0） 206（3.4） 98（2.1） 67（1.1） 87（1.3） 166（0.8）

同医療圏（診療所） 14（0.2） 0（0.0） 4（0.1） 0（0.0） 0（0.0） 0（0.0） 10（0.2） 227（1.2）

他の7医療圏（診療所） 41（0.6） 23（0.4） 55（0.7） 29（0.5） 7（0.2） 15（0.3） 8（0.1） 0（0.0）

大阪府以外の近畿（1府4県） 238（3.2） 142（2.7） 275（3.4） 115（1.9） 48（1.0） 49（0.8） 391（5.9） 405（2.1）

近畿以外 40（0.5） 25（0.5） 17（0.2） 14（0.2） 16（0.3） 17（0.3） 22（0.3） 113（0.6）

※1国指定病院：都道府県がん診療連携拠点病院および地域がん診療連携拠点病院

※2
府指定病院：大阪府がん診療拠点病院

※3一般病院：国指定病院および府指定病院以外の病院

施設数

表 2. 患者居住地に基づく大阪府内二次医療圏別医療機関カバー割合 

図 2. 大阪府がん登録情報に基づく北河内医療圏在住患者の医療機関カバー割合 
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4．考察 

 

大阪府がん登録と院内がん登録には、実施の目的、

腫瘍の集約方法、患者の居住地の範囲、集計値に含ま

れる医療機関の違いなどがある。 

大阪府がん登録（2016年診断例以降は全国がん登

録の一部）は目的が地域住民のがんの実態把握であ

ることから、医療機関からの届出情報が姓名、性別、

生年月日等の個人指標をもとに 1 腫瘍 1 登録に集約

されている。院内がん登録は目的が施設のがん診療

の評価であり、院内がん登録全国集計においては個

人指標が収集されていないことから、医療機関間の

腫瘍情報の集約は不可能であり、複数の医療機関の

情報を束ねると重複カウントとなる。大阪府がん登

録情報は府内在住の患者に限られるが、院内がん登

録情報は患者の居住地を問わずすべて含まれている。

大阪府がん登録情報には、がんの診断治療が行われ

た届出義務のあるすべての医療機関が含まれる一方

で、院内がん登録は院内がん登録全国集計へ提出す

る府内の施設に限られる。 

全国がん登録の実施の目的に則し、対象地域住民

のがん実態把握には、全国がん登録情報の利用が適

している。一方、院内がん登録情報は、全国がん登録

情報に比べ、集計値の公表が早いという利点もある。

大阪府のような院内がん登録全国集計提出施設が診

療に占める割合が高い地域においては、院内がん登

録情報の利用により、当該地域のがん診療の実態を

ある程度は把握することが可能であろうが、低い地

域や大阪府においても一般病院のがん診療の割合が

高い医療圏においては、その地域全体の診療実態を

見る際には注意を要する。院内がん登録全国集計に

よる分析を行うにしても、全国がん登録情報が得ら

れた時点で確認するのが適切であろう。 

今回の分析では、大阪府がん登録情報は著者らの

意図する集計が可能であった一方、院内がん登録情

報は公表されている集計値に限った利用であること

から、情報の背景が等しいものではないという点に

留意する必要がある。院内がん登録全国集計報告書

図 3. 院内がん登録全国集計報告書資料に基づく北河内医療圏在住患者の医療機関登録割合 
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資料に基づき集計した登録割合について、大阪府が

ん登録情報のカバー割合と比べて順位が上がる医療

機関は、初回治療だけではなく、診断のみや初回治療

終了後の症例も多く、順位が下がる医療機関は、初回

治療を実施する症例の割合が多いと推測される。全

国がん登録および院内がん登録情報の利用により、

初回治療を多く担う医療機関の存在の把握や診断お

よび初回治療の過程での自施設の関わりは医療機関

により異なることが示された。 

カバー割合の算出に際し、今回は初回治療に着目

して集計を行ったが、治療医療機関を定義する方法

も様々である。「カバー割合」と表現する場合、誤解

の起こらないように明示することが重要である。 

5．結論 

大阪府がん登録情報を用いた患者居住地の二次医

療圏別カバー割合にはばらつきがあることがわかっ

た。1 腫瘍 1登録に集約され、すべての病院および指

定診療所の情報が含まれることから、地域における

医療機関のがん治療カバー割合を見る際には全国が

ん登録の情報が適していると言える。ただし、特性を

踏まえた上で院内がん登録情報を利用し、全国がん

登録情報が得られる前にある程度の実態を把握する

ことの有用性を否定するものではない。がん登録情

報は、目的に応じた使い分けと解釈が重要であると

考える。 
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プログラム　指定演題一覧

会長講演［ 6月 9日（金）10：00～ 11：00］　市民ホール 座長：伊藤 秀美
（愛知県がんセンター）

大腸がん検診の歴史を振り返るーその起源から現在まで
斎藤 博（青森県立中央病院）

学術委員会企画シンポジウム［ 6月 9日（金）15：00～ 16：30］　市民ホール
がん対策を支えるがん登録 ①
～がんと診断されたら…  受療動態を知る

座長：宮代 勲
（大阪国際がんセンター）

座長：松坂 方士
（弘前大学）

1
患者居住地に基づく二次医療圏別の医療機関カバー割合
‐大阪府がん登録情報と院内がん登録全国集計報告書資料から見える違い‐
石田 理恵（大阪国際がんセンター）

2
二次医療圏別にみたがん診療連携拠点病院による患者カバー率の状況
西野 善一（金沢医科大学）

3
青森県のがん患者の受療動向
田中 里奈（弘前大学）

4
空間疫学的手法を用いて受療動態を探る！
伊藤 秀美（愛知県がんセンター）

がん登録担当者研修会 ［ 6月 8日（木）14：00～ 17：00］　市民ホール 座長：伊藤 秀美
（愛知県がんセンター）

1
人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指針の概要
松坂 方士（弘前大学医学部附属病院　医療情報部）

2
全国がん登録情報：顕名情報の提供（がん検診受診者リストの照合 /行政的利用の場合）
田中 里奈（弘前大学大学院　医学研究科　医学医療情報学講座）

3
全国がん登録情報：匿名化情報の提供（研究利用の場合）
桒原 佳宏（大阪国際がんセンター　がん対策センター　政策情報部）

4
院内がん登録情報：個別情報の提供（院内外における研究利用の場合）
中林 愛恵（島根大学医学部附属病院　医療サービス課　がん登録室）

5
院内がん登録情報：集計値の提供（二次医療圏内における病院間での共有の場合）
松本 吉史（大阪医科薬科大学病院　医療総合管理部　診療情報管理室）
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藤本伊三郎記念がん登録学術奨励賞［ 6月 10日（土）11：00～ 12：00］　市民ホール
受賞講演

座長：宮代 勲
（大阪国際がんセンター）

院内がん登録と全国がん登録、実務と研究のリンケージ
中林 愛恵（島根大学医学部附属病院）

学術集会企画シンポジウム［ 6月 10日（土）9：30～ 11：00］　市民ホール
がん登録を利用したがん検診の精度管理

座長：金村 政輝
（宮城県立がんセンター）

1
がん検診の精度管理評価にがん登録情報を利用するために必要なことの整理
雑賀公美子（佐久総合病院）

2
島根県における子宮頸がん検診の現状と問題点を精度管理の観点から考察する
京　哲（島根大学）

3
和歌山市におけるがん検診精度管理へのがん登録データの活用
井口 幹崇（和歌山県立医科大学）

プログラム　指定演題一覧
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口演１（全国・地域がん登録）［ 6月 9日（金）11：00～ 12：00］　市民ホール
座長：西野 善一
（金沢医科大学）
座長：杉山 裕美

（放射線影響研究所）

O1-1
地域がん登録データを用いた本邦の重複がん疫学調査と結果活用への課題
佐藤 美紀子（日本大学　産婦人科、神奈川県立がんセンター臨床研究所　がん教育ユニット）

O1-2
愛知県におけるがん登録オンラインシステム導入状況、遡り調査の回答形式について
羽佐田 香代（愛知県　健康対策課　がん登録室、愛知県がんセンター研究所　がん情報・対策研究分野）

O1-3
広島県の住民ベースがん登録に基づくがん患者の拠点病院への集約化と患者特性との関連
杉山 裕美（公益財団法人　放射線影響研究所）

O1-4
日本産科婦人科学会腫瘍登録のカバー率 - 全国がん登録 2016～ 2019年罹患データとの比較 -
岡 愛実子（大阪大学　産婦人科、大阪医科薬科大学　研究支援センター　医療統計室）

O1-5
大阪府がん登録データを用いたHPV関連がん年齢調整罹患率の動向（1977-2019 年）
八木 麻未（大阪大学　大学院医学系研究科　産科学婦人科学）

口演２（院内がん登録）［ 6月 9日（金）16：30～ 17：30］　市民ホール
座長：大木 いずみ

（埼玉県立大学）
座長：片山 佳代子

（群馬大学）

O2-1
『愛媛県がん情報データベース計画』～地域のがん情報を有効利用する新たな枠組み
寺本 典弘（四国がんセンター）

O2-2
院内がん登録データにみる市区町村別受療動向　―がん診療運営への活用―
近藤 裕香（岡山済生会総合病院　診療情報管理室）

O2-3
2015 年症例と 2016年症例の生存状況把握割合比較による予後調査に関する考察
山口 千春（独立行政法人　国立病院機構　千葉医療センター　医療情報管理室）

O2-4
RMST法を用いた非小細胞肺癌 (総合ステージ 4) を対象とした免疫療法有無別の平均生存時間比較
山本 佳治（公益財団法人 大原記念倉敷中央医療機構　臨床医学研究所 臨床研究支援センター）

O2-5
社会経済指標と原発性肺がん術後の純生存率との関連：院内がん登録を使用した日本の三次医療機関での観察研究
花房 真理子（東京医科歯科大学 東京都地域医療政策学講座）

プログラム　口演演題一覧
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ポスター１（全国研究発表）［ 6月 9日（金）13：00～ 15：00］　会議室 2-3

P1-1
GIS を用いたがん受療動向把握の試み
中島 淳一（福岡県保健環境研究）

P1-2
Tableau Prep, Tableau Desktop を用いたデータ加工から一貫した年齢調整死亡率の都道府県順位の
可視化に関する研究
池田 明日香（大阪大学大学院医学系研究科）

P1-3
長野県のがんの現状と課題  ― がん登録情報からの解析 ―
田仲 百合（長野県がん登録室）

P1-4
広島県住民ベースがん登録に基づく二次保健医療圏別のがん患者の住所と初診断・治療病院住所との関連
野崎 彩乃（公益財団法人　放射線影響研究所）

P1-5
1993 年から 2015年の頭頸部がん亜部位別年齢調整罹患率の推移
尾瀬 功（愛知県がんセンター研究所 がん予防研究分野）

ポスター２（院内研究発表）［ 6月 9日（金）13：00～ 15：00］　会議室 2-3

P2-1
電子カルテを開かずに真のがん症例の判定が可能なシステムの開発
伊佐 奈々（琉球大学病院　がんセンター）

P2-2
院内がん登録からみた大阪府におけるAYA世代のがん
原 加奈子（大阪国際がんセンター　がん対策センター）

P2-3
自施設での肝細胞がんの治療データ分析
小船 光貴（杏林大学医学部付属病院院内がん登録室（診療情報管理室））

P2-4
COVID-19 が当院のがん診療に与えた影響　～院内がん登録データからの考察～
青栁 ひとみ（信州大学医学部附属病院　診療情報管理室）

P2-5
がん登録実務者支援としてのデータ分析ワークショップ
高崎 光浩（佐賀大学）

P2-6
愛媛県がん診療連携協議会がん登録専門部会活動への第三者評価から見えてくるもの
―評価者の立場の違いによる期待される活動
新居田 あおい（独立行政法人　国立病院機構　四国がんセンター）

P2-7
北信地域における頭頸部以外の腺様嚢胞癌の罹患と治療の実態
瀧口 知彌（金沢医科大学　医学部　公衆衛生学）

P2-8
佐賀県内がん診療連携拠点病院の院内がん登録データによる検証  - 小児 15歳未満 -
佐々木 和美（佐賀大学）

プログラム ポスター演題一覧
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ポスター３（全国活動報告）［ 6月 9日（金）13：00～ 15：00］　会議室 2-3

P3-1
青森県がん登録におけるエラー・警告に対する疑義照会の効果
田中 里奈（弘前大学大学院医学研究科　医学医療情報学講座）

P3-2
全国がん登録データから見たルール Fの使用状況
白岡 佳樹（国立病院機構　四国がんセンター）

P3-3
YouTube を活用した全国がん登録に関する説明動画について
植野 由佳（地方独立行政法人　宮城県立病院機構　宮城県立がんセンター　宮城県がん登録室）

P3-4
全国がん登録の届出エラー件数からみた支援の在り方の検討
目崎 はる香（地方独立行政法人　宮城県立病院機構　宮城県立がんセンター　宮城県がん登録室）

P3-5
全国がん登録における PDF形式届出医療機関に向けたフィードバックの取り組み
花原 聡（大阪国際がんセンター）

P3-6
動画形式の全国がん登録実務者研修会を実施して分かった集合研修の有用性
～『いつでも見れる』は学習機会の先送り～
新居田 あおい（独立行政法人　国立病院機構　四国がんセンター　愛媛県がん登録室）

P3-7
市町村による全国がん登録情報の活用支援
佐藤 洋子（ 地方独立行政法人　宮城県立病院機構　宮城県立がんセンター　宮城県がん登録室、地方独立行政法人

宮城県立病院機構　宮城県立がんセンター　研究所　がん疫学・予防研究部）

P3-8
わかりやすい説明を目指した「長崎県がん登録簡易マニュアル」の作成
篠原 裕子（放射線影響研究所疫学部（長崎県がん登録室））

P3-9
岐阜県におけるがん検診受診率向上のための全国がん登録情報活用
小平 良子（岐阜大学医学部附属病院　全国がん登録室）

P3-10
栃木県における小児・AYA世代のがん罹患状況について
細田 恭平（栃木県　保健福祉部　健康増進課）

プログラム ポスター演題一覧
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ポスター４（院内活動報告）［ 6月 9日（金）13：00～ 15：00］　会議室 2-3

P4-1
がん登録からの応援「エール」をより多くの人に届けるために
～がん登録データの存在と意義を伝えるための取り組み～
梅田 弘美（岐阜県総合医療センター がん登録室）

P4-2
医療情報室がん登録担当　活動報告
柳 香里（滋賀県立総合病院）

P4-3
がん登録実務者支援の実施報告と次年度の取り組み
佐々木 和美（佐賀大学）

P4-4
院内がん登録データからみた本院における大腸がん患者の受療動向と予後
葛西 憲子（弘前大学医学部附属病院　腫瘍センター）

P4-5
四国がんセンター　医療情報管理室の紹介  院内がん登録業務を中心に
楢崎 千明（独立行政法人　国立病院機構　四国がんセンター　医療情報管理室）

P4-6
がん登録実務者の増員への取り組みについて
戸来 安子（東北大学病院　医事課、東北大学病院 メディカル IT センター）

P4-7
大阪府三島医療圏におけるがん登録部会の活動について（第 2報）
岡元 かおり（大阪医科薬科大学病院　診療情報管理室）

P4-8
がん登録の精度向上への取り組みについて
佐々木 真理子（東北大学病院　医事課）

P4-9
青森県におけるがん死亡率改善に向けた取組「科学的根拠に基づくがん検診推進事業」について
熊谷 知貴（青森県庁）

P4-10
予後情報取得への取り組み
大塚 理可（岡山大学病院　病歴管理係　診療情報管理室）

P4-11
ファイル入力機能を活用したがん登録業務の省力化に関する報告
江口 拓究（株式会社麻生飯塚病院　診療情報管理室）

P4-12
大阪医科薬科大学病院におけるがん登録情報の活用について
－医療総合管理部 診療情報管理室の取り組み－
松本 吉史（大阪医科薬科大学病院　診療情報管理室）

プログラム ポスター演題一覧
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大腸がん検診の歴史を振り返る―その起源から現在まで 

斎藤 博 
はじめに 
便潜血検査（免疫法：免疫便潜血検査）による大腸がん検診は子宮がん及び乳がん検診と

共に国レベルのがん死亡率を低下させるがん対策として世界の先進国で行われている。現
在の大腸がん検診は、スクリーニング法と検診プログラムが日本で開発され世界の標準法
となった唯一のがん検診である。大腸がん検診成立までの歴史について簡単に述べるとと
もにがん検診プログラムの成立のために必要なプロセスを考える。 
１．日本の大腸がん検診の始まりー直腸鏡による直腸がん検診 1) 

 日本の最初の大腸がん検診は一般住民を対象に直腸がんの発見を主たる目的として硬性
直腸鏡を用いて行われた（弘前大学第一内科、1972 年）。町村の公民館などに検診ブース
を設置し、延べ 21,000 人余りから 0.16％の直腸がんと若干の結腸がんが発見された。当
時はがん検診の対象としては全く認識されていなかった直腸がんが胃がん検診における
胃がんと同等の発見率で見つかることが注目され、大腸がん検診の端緒となった。 

２．化学便潜血検査による検診 1) 

その後、グアヤック法による化学便潜血検査を併用した検診が行われ、直腸鏡だけでは捕
捉できない結腸がんの発見も目指された。ヘモグロビン（Hb）の per-oxidase 様活性（過
酸化水素を還元する活性。それによりグアヤック等が酸化され発色反応を起こす）を利用
した消化管の潜血（occult bleeding）検査は 1901 年にはすでにその記載がみられ、長く
消化管出血の補助診断法として用いられていた。1967 年にグアヤック法を改良したヘモ
カルトテスト Rと呼ばれる化学便潜血検査で健常者から根治性の高い Dukes A ステージ
のがんが見つかると報告されたのをきっかけに、欧米で大腸がん検診の研究が活発化し
た。1970 年代の報告を要約すると 1－3％の陽性者からがんとポリープを合わせた陽性反
応適中度は 18-50%と高率であった。ただ、化学便潜血検査には厳格な食事制限を要する
問題点があった。 

３．免疫便潜血検査の開発と精度評価 1)2) 

化学便潜血検査による海外での大腸がん検診の成績は十分有望なものであり、実際、のち
に死亡率減少効果も立証されたわけであるが、日本国内における検診では海外の報告より、
はるかに偽陽性率が高く、要因は不明であった。これを減らすためには食事制限に加え、便
潜血検査の感度を低く設定せざるを得なかった。感度を高くするためにもまず、特異度が高
い検診法が求められていた。1)2) 

筆者は直腸鏡による検診への参加を契機に特異度の高いスクリーニング法として1979年
に免疫学的手法による便潜血検査、つまり免疫便潜血検査（Fecal Immunochemical Test:FIT） 
の研究を開始した。免疫学的な検査法では例外なく、用いる抗体の特異性が最も重要であり、
まず、抗ヒト Hb 抗体の特異性、および、免疫便潜血検査の特異度に関与する要因の研究を
行った。その結果、免疫便潜血検査でも偽陽性が生じること、その原因が抗ヒト Hb 抗体作
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成の際、赤血球中に微量存在する carbonic anhydrase(CA)に対する抗体が生じやすくそれ
が腸管上皮由来と考えられる CA と反応するためであることを明らかにし 2)3)、CA による
偽陽性反応を生じない抗ヒト Hb 抗体の精製方法を確立した。2)4)そうした中、1980 年、
Songster5)らは single radial immunodiffusion（SRID） 法を用いて初めて大腸がんスクリ－
ニングを標榜した免疫便潜血検査を報告した。SRID 法に続き、筆者らの交流免疫電気泳動
法 3)など、いくつかの方法が報告されたが、population-based のスクリーニング検査の要件
を満たすまでには至らなかった。なお、1974 年、Adams＆Layman6)が尿中のミオグロビン
とヘモグロビンの鑑別を目的に行った研究の中で便潜血検査の試みを記述したのが FIT の
最初の報告とされる。 

筆者らは、上記の特異性の高い高度精製抗ヒト Hb 抗体を用い、逆受身血球凝集法
（Reversed passive hemagglutination:RPHA 法）による Hb検出感度が非常に高い Hb 検出
法を開発した。2,4)この方法の Hb検出限界は 10ng/ml であり、SRID法 の約 1000 倍の Hb
検出感度であった。この検出法を用い、糞便中 Hｂ濃度の正常値の測定から cut-off 値を決
定して感度・特異度が高く、同時にマス・スクリーニングに適用可能な検体処理能を有する
FIT を完成した。RPHA 法により、早期がんを含む臨床診断がんの検体で算出された大腸
がんに対する感度/特異度は 80％/97％であった。1983 年には胃がん検診受診者に化学便潜
血検査（ヘモカルトテスト）を同時併用して検診を行い、いずれかの検査の陽性者には内視
鏡検査による精検を行い、実際の検診プログラムにおいて同法が化学便潜血検査より感度・
特異度が高いことを示した。1)2)次いで同法によるマス・スクリーニングの実行可能性を実
証し、1985 年には同法一日法による大腸がん検診プログラムが確立した。この RPHA法は
1986 年に製品化され（Immudia HemSpR）、1988 年には米国 FDA に承認された。海外及び
国内で健常者集団における前向き研究による精度評価が行われ、感度・特異度が化学便潜血
検査より高いことが報告された。 
4．FIT による大腸がん検診プログラムの有効性評価 1) 2) 
健常者集団における前向き試験で感度・特異度が高いことが実証され、最終段階として大

腸がん死亡率をエンドポイントとした有効性評価研究が目指された。ランダム化比較試験
（RCT）は当時は日本では実行可能性はないとされ、RPHA 法による FIT に関する症例対
照研究が日本及び海外ではイタリアから報告された。2)いずれも一致して検診受診が大腸が
ん死亡率リスクを低下させることや進行がんのリスク低下も示唆された。2)これらの成績を
要約すると、RPHA1日法の要精検率は 2－3％と低く、受診した個人において大腸がん死亡
リスクが 60－80％低下したというものである。 
５．大腸がん検診の老人保健事業としての導入の経緯 1)2) 

1990年代前半までに FITへの気温の影響や，採便方法などに関する多くの基礎的研究が
日本で行われ、FIT による検診が全国で行われるようになった。1992 年に当時の老人保健
法による国の政策としてのがん検診、つまり現在の対策型検診として導入が決定された。な
お導入直前の 1990-1991 年に厚生労働省の大腸がん検診基準検討委員会で、導入について
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議論され、筆者は当時行われていた症例対照研究の最終結果まで導入を待つべきことを提
案した。がん検診の導入には科学的根拠が必須の国際的要件であり、日本ではまだその要件
を全うしたことがなかった。大腸がん検診の導入に際して初めてそのプロセスが完遂され
ることを期待したが実現できず今なお残念である。2005 年以降、「科学的根拠に基づくがん
検診ガイドライン」が作成され、それに基づいて導入が検討されるようになったことは進歩
であるが、日本では今もなお科学的根拠が軽視されているのが現状である。 

６. 大腸がん検診の歴史に見えるもの 
我が国発祥の現在の大腸がん検診が世界の標準法になった主たる要因は、大腸がん死亡

率の高いことが先進国共通の重要課題であったこと、大腸がんの biology 及び検診法が要件
をよく満たしていたことに加え、科学的根拠が確立したことであろう。化学便潜血検査の
RCT など科学的根拠の多くはその後の海外の研究に追うところが大きいが、免疫便潜血検
査の死亡率を指標とした有効性評価研究が最初に日本で行われ、前向き研究による精度評
価研究も早い時期におこなわれていたことは重要であろう。 
日本から新しい検診法を創出することは今後も重要課題である。しかし、我が国では新し

い検査法が登場しても、その有効性評価までのプロセスがほとんど行われないのが現状で
ある。大腸がん検診の歴史は新たな検診プログラムを創出し、世界に向けて発信していくた
めの重要な道筋を示唆しているものと考える。 
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学術奨励賞を受賞して 

―院内がん登録と全国がん登録、 

実務と研究のリンケージ 

 
島根大学医学部附属病院 
医療サービス課がん登録室 中林 愛恵 
 
筆者は診療情報管理士として 2003 年か

ら院内がん登録業務に従事し、2010 年に島

根県地域がん登録の立ち上げに関わり、院

内がん登録と全国がん登録の両方でがん登

録実務者として活躍してきた。そしてがん

登録データをがん対策や研究に活用するた

めに島根大学医学部大学院医学系研究科に

入学し、2018 年に医学博士を取得した。が

ん登録実務をしながらがん登録データを用

いた研究を行っている。 
 
今回学術奨励賞を賜った研究を紹介する。 

「ステージと症状に関する研究」(Int J 
Clin Oncol.2018.) 
島根県院内がん登録解析に参加している

13 病院のデータを用いて UICCTNM ステ

ージと症状有無の関連を調査して、がん検

診対象のがんのステージ毎の有症状率を示

した。最も症状が現れにくいのは肺がんで、

ステージ 1 期で 21.1%、ステージ 4 期でも

81.9%と、胃がんや大腸癌に比べて症状に

乏しいことが分かった。がんの初期には症

状が乏しいことを数値で示して、症状がな

いからこそがん検診受診する必要性を訴え

た。研究結果は島根県の協力を得て、がん

検診会場に掲示するポスターやがん検診受

診勧奨の新聞記事などで活用された。 
「小児・AYA 世代 5 年有病者数」(JACR 
Monograph.2019) 

島根県の小児・AYA 世代がん部会にがん

登録の立場でオブザーバ参加し、治療後の

ワクチン再接種補助や通院費補助等の対策

立案のために対象者である小児・AYA 世代

がん患者有病者数の算出の必要を感じた。

当該地域の悉皆性を有する人口ベースのが

ん登録の特徴を生かして、島根県地域がん

登録データを用いた。地域がん登録データ

の精度が向上したため、罹患数と生存率か

らの推計でなく、実測で 5 年有病者数を計

算した。島根県の 5 年有病者数は小児 50
名、AYA 世代 695 名であった。 
「都道府県がん登録室から届出元病院等へ

の 疑 義 照 会 の 標 準 化 」 (JACR 
Monograph.2020) 
届出元病院への疑義照会を都道府県で異

なる基準で行うと、登録データの質や即時

性が保たれないという問題意識から、全国

がん登録都道府県がん登録室業務標準化専

門家パネル委員会で取り組んだ活動報告を

論文にした。規模の異なる 11 か所の都道府

県がん登録室の実務者で検討を重ね、統計

データへの影響を考慮した登録の正確性と

即時性のバランスをとった疑義照会方針案

を作成した。疑義照会方針案は JACR の会

員向けページに掲載されている。 
「がん相談記録と院内がん登録データのリ

ンケージ調査」(診療情報管理. 2020) 
本院のがん相談員との意見交換をきっか

けとして、本院のがん患者がどれだけがん

相談室を利用しているか、がん種や年代な

どの患者背景によって違いがあるかを調査

して、がん患者・家族支援センターの周知

に役立てた。施設のがん患者の悉皆性を有

する院内がん登録の特徴を生かして、島根

大学院内がん登録データとがん相談記録を
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患者 ID でリンケージし、相談データと院内

がん登録データは 1 対 1 ではない多対多の

関係のため多重がん等は目視で特定した。

診断から相談までの期間は 1 年未満、なか

でも 1 ヵ月未満の患者が 1 番多かったが、5
年以上 10 年以上などしばらく経ってから

の相談もあった。年代別には、数ベースで

みると 60 代から 70 代が多いが、割合で見

ると、小児や 40 代や 50 代の働き盛りの方

も相談支援センターをよく利用していた。

部位別に見ると、乳がん、血液がん等で利

用割合が高かった。 
「COVID-19 がん診療への影響調査」(診療

情報管理. 2022) 
データ収集が早い院内がん登録の特徴を

生かし、島根県院内がん登録解析データを

用いて、COVID-19 感染拡大以後とそれ以

前について、登録数、発見経緯、進展度を

比較して、がん診療への影響を調査した。

全国集計も島根県集計も同様に胃がんが減

少していた。調査結果は県の会議等で報告

を行った。 
「妊孕性温存療法の対象患者数試算」(日本

がん・生殖医療学会誌.2023) 
島根県でがん生殖医療ネットワークを構

築されたことをきっかけに、妊孕性温存療

法の県内の潜在的な対象患者数を試算して、

がん・生殖医療ネットワーク構築の必要性

を述べた。詳細なデータ項目が利用できる

院内がん登録の特徴を生かして、島根県院

内がん登録解析データを用い、がんの部位、

ステージ、患者の年齢、治療方法と治療開

始までの期間等詳細な条件を使用した。生

殖関連臓器切除の必要がある卵巣がん、子

宮体がん、子宮頸部がんで進行したステー

ジの場合は妊孕性温存療法の対象外と判定

した。化学療法、内分泌療法、放射線療法

がいずれもなしの場合は自然妊娠が可能で

あるため対象外と判定した。女性で診断か

ら化学療法等の開始までが 14 日未満しか

ない場合や、男性で思春期前の場合は卵子

や精子を採取することが困難であるため対

象外と判定した。妊孕性温存療法の対象と

判断するのは、卵子や精子を採取可能な化

学療法等を行うまでに 14 日以上ある場合、

男性で思春期より後の場合とした。 
 16 歳から 42 歳のがん患者 241.2 名のう

ち妊孕性温存療法の対象となるのは68.0人
であり、一番多いのは乳がんであるが、消

化器がんや脳腫瘍、血液腫瘍などの患者も

存在した。 
 
院内がん登録と地域-全国がん登録の二

つのがん登録を経験したことで、データの

関係が理解しやすく、それぞれの特徴が分

かるため、テーマに応じてデータを選択で

きたことが役立った。実務と分析研究を両

方経験したことで、分析に役立つような登

録方法を考察したり、診療の流れを想像し

て分析することに役立った。登録実務者と

して病院のがん診療や県のがん対策に関わ

る中で、医師が気になっている臨床上の疑

問や行政担当者が抱える行政課題等のニー

ズを伺い、がん登録データを用いた研究の

きっかけを見つけた。 
がん登録実務者として、他施設のがん登

録業務者、医師や研究者、行政担当者、患

者、これらの方々をつなぐ役割ができ、皆

様に支えられて仕事をさせていただいてい

ることが、この度、学術奨励賞という大変

栄誉ある賞を賜ることになり、関係者の皆

様に深く御礼申し上げる次第である。 
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青森県のがん患者の受療動向 

 
田中里奈 
弘前大学大学院医学研究科 医学医療情報
学講座 
 
背景と目的 

青森県の全がん年齢調整死亡率は全国で
最も高いものの、年齢調整罹患率について
は全国で最も高いわけではない。その青森
県では、三方を海に囲まれているため、がん
患者の多くは県内でがん治療を受ける。し
かし、青森県ではがん診療連携拠点病院（以
降、拠点病院）が一部の二次医療圏には配置
されていない。そのため、一部の医療圏では
がん治療を受けるために他の医療圏へ移動
する必要がある。さらに、拠点病院であって
も専門医などの医療資源の不足により観血
的治療などの治療を実施していない病院も
あるため、がん治療を受けるために他の拠
点病院への紹介が必要にある。以上の理由 

 
 
 
 
 
 
 

図 1. 青森県の二次医療圏 
 
により、青森県では居住地域により観血的
治療や化学療法などの治療の選択が異なる
可能性がある。本検討では、青森県で特に医
療資源の偏りの大きな肺がん（非小細胞が
ん）について、地域がん登録情報を用いて受
療動向を検討した。 
 
方法 

地域がん登録データ（2014 年罹患症例）
を使用した。非小細胞肺がん 1323 件中、
DCO 症例、上皮内がんを除いた 929 件を
解析対象とした。解析は多重ロジスティッ
ク回帰分析、Cox 比例ハザード回帰分析、1

表１.多重ロジスティック回帰分析の結果 
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年純生存率を算出した。共変量は、性別、年
齢、診断時病期、組織型、自宅から初診医療
機関までの距離、居住する医療圏（６圏域）、
初診医療機関の種類（拠点病院、拠点病院以
外）とした。解析対象者は居住する医療圏ご
とに分類し、検討した。 
 
結果 
 医療圏 4、5、6 では半数以上が初診医療
機関を受診するために 20km 以上移動して
いた。さらに、医療圏 3、5、6 ではほぼ全
員が初診で拠点病院を受診していた。 
 多重ロジスティック回帰分析では、診断
時病期が進んでいるほど 「観血的治療なし」
の調整オッズ比が高く、 「化学療法なし」は
病期が進んでいるほど調整オッズ比が低か
った （表 1）。居住する医療圏では、医療圏
1 以外に居住している者では、観血的治療お
よび化学療法の調整オッズ比が高かった。 
 Cox 比例ハザード回帰分析では、初診医
療機関の種類が拠点病院以外であると調整
ハザード比が高かった （表 2）。また、居住
する医療圏では、医療圏 5 でのみ調整ハザ
ード比が有意に高かった。 
 診断時病期ごとに医療圏別の 1 年純生存
率を比較した（表 3）。限局では医療圏での
純生存率の大きな差は認められなかった。
領域では、医療圏 5 のみ低く、他地域では

大きな差は認められなかった。 
 
考察 
 本検討により、青森県では居住地域によ
り①治療の選択肢が異なる可能性 ②生存
期間が異なることが明らかとなった。その
原因として、初診医療機関の治療方針の違
い、患者自身の併存症等の存在、患者自身の
意思等が考えられた。より詳細な検討をす
るためには、院内がん登録に予後情報を付
与し、居住地や他施設への紹介の有無など
の患者特徴と５年生存率の関係を検討する
必要がある。また、本検討は 2014 年罹患症
例のみを対象としたため、結果の解釈には
限界がある。今後さらに対象年を拡大して
検討する必要があると考えられた。 
 
表２.Cox 比例ハザード回帰分析の結果 

表３.医療圏別１年純生存率 
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和歌山市におけるがん検診精度管理へのが
ん登録データの活用 
 
井口幹崇 
和歌山県立医科大学 消化器内科 
 
はじめに 
わが国の死亡者数は令和3年の報告では

約 144万人，その中でもがんによる死亡者
数は年間 38万人を超え，死亡原因の第 1位
となっている。このがんによる死亡数を減
少させるため様々な形でスクリーニング検
査が実施されているが，その中でも健常者
を対象として実施されるのががん検診であ
る。健康増進法に基づいて公費を投入して
行う対策型がん検診の目的である集団全体
の死亡率減少を達成するためには検診体制
の整備が必要である。より多くの方が検診
を受けてくれれば，多くのがんが見つかる
だろう，つまり受診率を上げることが重要
だと考えがちだがそう簡単ではなく，質の
低い検診の受診率をいくらあげても死亡率
は下がらない。いわゆる組織型検診
（organized screening）といわれる体制づ
くりが重要で，①有効性の確立した正しい
検診を，②徹底した精度管理のもと，③多く
の方に実施することで死亡率減少効果が期
待できると考えられている 1)。この精度管
理の向上のためには，現在の検診システム
の精度をより正確に把握する必要がある。 

2016年に施行されたがん登録法により，
がん対策の企画立案または実施のために市
町村が「がん登録情報」を利用することが 
認められた。 
目的 
対策型がん検診の精度管理状況を把握す

る試みとして，がん登録情報とがん検診デ
ータを照合するモデル事業を実施した。 
対象 
 胃がん，大腸がん，肺がん，乳がん，子宮
頸がんに関して，2012年度および 2013年
度における和歌山市の対策型がん検診受診
者データと 2009 年 1 月から 2015 年 12
月の間にがん登録された和歌山県のがん罹
患者情報 
 方法 
和歌山県の事業として，和歌山市が保有す
る対策型がん検診データと和歌山県のがん
登録室が保有するがん登録情報を照合，匿
名化した照合データを厚生労働省研究班
（国立がん研究センター）の協力を得て解
析を行なった。個人情報の提供・収集に関し
ては市および県それぞれにおいて審議会等
で諮問等を行い，「がん登録データの活用に
よるがん検診の精度管理事業情報管理要領」
を制定し，データの取り扱い体制を整備し
た 2)。 
 結果 
各がん検診における照合結果を図 1 に示す。 

 
照合により，期間内にがん検診を受けた受
診者の中から，市が把握していたよりも多
くの症例ががん登録されていることが判明
した。照合により判明したがん症例を「がん
発見（登録）時期」「検診時の区分」「発見経
緯」によって検討した結果を図 2に示す。 
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照合により判明したがん 530 例のうち，

がん登録された時期が検診受診前で，検診
受診時にはがんの存在が判明していたと思
われる症例が 59症例存在した。 
検診受診後に診断・登録されたがんは

471 例で，そのうち市が把握していたのは
220 例であった。この乖離の一因として，
追跡対象である「要精検」の定義に対する認
識の違いが考えられた。各がん検診の「検診
結果区分」の中には市が追跡対象と定義し
ている「要精検」以外に「再検査」や「要治
療」といった区分が設定されている検診が
あり，本来，市が要精検対象として追跡把握
すべきであった集団がそちらの区分に振り
分けられたため市としては未把握となって
いた可能性が考えられる。これらの区分を
含めて「要精検」と定義すると 145例のが
んが追加され，本照合事業が定義する「要精
検」からは計 365例のがんが発生したこと
になる。 
本事業での「要精検以外」から発生したが

んは 106例であった。これらをがん登録の
発見経緯別に分類した結果を図 3に示す。 

 
 いわゆる中間期がんに最も近いと考えら

れる症例は最下段の 15 例であるが，発見
経緯の詳細は不明なものが多く，肺がん症
例の中にはエックス線検査では指摘しづら
い主気管支に発生した肺門部肺癌や血管肉
腫などが混じっていた。 
 考察 
 これらの照合結果から，精度管理のさら
なる向上に向けていくつかの課題が浮き彫
りになった。具体的には，①受診者の中に有
症状者が含まれている，②判定区分が不明
確，③精検受診率の低さ（未把握率の高さ）
である。和歌山市で行なった対策を胃がん
検診を例に挙げると，①に対しては受診者
および医療機関への案内文書に検診対象を
明記，さらに問診票を改訂し，有症状者を通
常（保険）診療に振り分けるよう指導した。
②に対しては受診票をがんに特化した判定
区分に改訂した。③に関しては受診勧奨の
徹底と精密検査結果報告書の流れを簡素化
し，実施主体が追跡しやすくした。  
結語 
和歌山におけるがん登録情報を利用した

対策型検診の精度管理向上に向けた試みに
ついて報告した。今後はプロセス指標など
を確認しながら組織型検診構築に向けた更
なるブラッシュアップが必要と考える。 
 
1. 斎藤博，高橋則晃，町井涼子. [大腸癌

診療 Update] 基礎の Update，検診で
死亡率を下げる方策を探る，医学のあ
ゆみ，255巻 10号，977-983, 2015. 

2. 平成 30 年度がん登録データの活用に
よるがん検診の精度管理事業報告書，
令和 4年 3月，和歌山県・和歌山市・
厚生労働省研究班 
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図1．住民票照会代行事業のフロー

2015年症例と2016年症例の生存状況把握割合比較
による予後調査に関する考察

山口千春
独立行政法人国立病院機構千葉医療センター

【背景】
　2016年に施行された「がん登録等の推進に関す
る法律」（以下「がん登録推進法」）では、第2条
の4において、院内がん登録について「がんの罹
患、診療、転帰等に関する詳細な情報を記録し、
及び保存すること」と定義している。また、第20
条において、都道府県知事は、「都道府県がん情
報（厚生労働省令で定める生存確認情報及び厚生
労働省令で定める当該病院等に係る第5条第2項に
規定する附属情報に限る。）の提供の請求を受け
た時は、全国がん登録データベースを用いて、そ
の提供を行わなければならない。」と記されてい
る。
　この法律を契機として院内がん登録の生存状況
確認調査の方法が変更になった。
2015年症例までは、国立研究開発法人国立がん研
究センター（以下「国立がん研究センター」）に
よる住民票照会代行事業が実施されていた。国立
がん研究センターに生存状況不明患者のリストを
提出して住民票照会の代行を依頼し、翌年、照会
結果がフィードバックされ、フィードバックされ
た情報を入力し、予後情報付きデータとして提出
するというフローであった。
　2016年症例からは、「がん登録推進法」第20条
による情報提供がなされることから、国立がん研
究センターによる住民票照会代行事業は終了し
た。

　当院では、継続来院・死亡退院の他、他施設
からの情報提供や本人・家族からの連絡等によ
り、約75％の患者の生存状況が判明する。残る
約25％を住民票照会代行事業に頼ってきた。生
存状況把握割合が公表に足る精度とされる90％
を超えるには、住民票照会代行事業は必須の状
況であった。

【目的】
　そこで今回、生存状況の調査方法が変わって
も、適切な情報が入手可能であることを確認す
るため、方法が変更となった初年である2016年
症例の生存状況把握実態について調査した。

【方法】
当院の2015年症例と2016年症例の生存状況把握
割合を比較検討した。2015年症例の3年予後情報
は2019年に調査を実施し、2020年5月頃に国立が
ん研究センターに提出している。そのため、
2016年症例も同条件となるよう1年後の2021年5
月段階の生存状況把握割合を算出した。なお、
がん登録推進法第20条による情報提供は2021年3
月に受けている。
　集計対象は、国立がん研究センターの生存率
集計の基準に準拠した。
　2016年症例からは、「初回治療継続」という
区分が新設されたが、条件を揃えるため、初回
治療開始症例のみとした。
　2015年症例は883件、2016年症例は924件が対
象となった。有意差検定を行い、ｐ値が0.05未
満のときに有意差ありとした。
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【結果】
　2015年症例は99.4％（878/883件）、2016年
症例は92.5％（855/924件）の生存状況が判明
した。Fisher の正確確率検定の結果、2016年
症例の生存状況把握割合は2015年症例に比べ有
意に低かった（ｐ＜0.05）。

【考察】
　2016年症例の生存状況把握割合が低かった原
因のひとつとして、生存状況把握のタイミング
が遅くなったことが考えられる。都道府県事務
局による情報入手が、2021年段階では2018年12
月31日までとなっていることから、2021年5月
段階では2年予後しか判明しなかった。その結
果、2021年3月に受領した情報のうち、使用で
きた情報は死亡情報のみであった。3年予後情
報の判明は、2022年となり、2015年症例までの
予後情報判明より1年遅いということになる。
　また、「死亡が判明していなければ生存であ
る」との考え方に基づき情報提供がされてい
る。この考え方では生存率が高めに出る可能性
が生じると思われた。実際、全国がん登録デー
タベースでは「生存」とされていたが、2018年
12月31日以前に紹介先医療施設から死亡連絡が
あった症例も複数存在した。今回、こうした症
例が他の都道府県に在住している患者であった
ことから、都道府県を跨いだ場合には正確性を
欠いているという可能性も考えられる。

【研究の限界】
　1施設の単年比較であることから、すべての
施設で同様の結果であるとまでは言えない。

【結論】
　2016年以後の症例については、まだ予後調査
の情報収集の方法や精度が不充分である。
　今後、予後付きデータの収集や公表は既定路
線であると思われるが、それと同時にどの程度
の誤差が生じる可能性があり、どの程度の誤差
であれば問題がないと判断するのかということ
も、情報公開していく必要があると考える。
　そして何より、がん登録実務者への情報共有
は喫緊の課題となっている。2015年症例の住民
票照会代行を依頼した2019年段階から、2016年
症例の生存状況確認方法については、がん登録
実務者の大きな関心のひとつとなっている。
「がん登録推進法」第20条による情報提供の課
題も含め、がん登録データを作成している実務
者は、知る責任と権利がある。
　来年には「がん登録推進法」が改正されると
言われている。「がん登録推進法」の施行・改
正が、データの質を高める方向へと発展するよ
うな議論の必要があると思われる。

【参考資料】
厚生労働省．2016．がん登録等の推進に関する
法律（全文）．
https://www.mhlw.go.jp/file/06-
Seisakujouhou-10900000-
Kenkoukyoku/0000096154.pdf
2023.1.28

利益相反：無

図2．「がん登録推進法」第20条による情報提供のフロー
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RMST 法を用いた非小細胞肺癌(総合ステージ 4)を対象とした 

免疫療法有無別の平均生存時間比較 

山本 佳治 

公益財団法人大原記念倉敷中央医療機構 

臨床医学研究所 臨床研究支援センター 

【はじめに】 

 臨床研究では治療の評価をする際、臨床的解

釈のしやすさが重要である。 

現在、生存時間解析では、ほぼ治療効果とし

て Cox比例ハザード回帰モデルによるハザー比

が用いられる。しかしハザード比は具体的な治

療効果が分かりづらい。本研究では治療効果と

してRMST法(Restricted Mean Survival Times)

を用い平均生存時間(月)(以後、平均生存時間)

を求め有用性について検討した。 

【方法】 

「院内がん登録」から 2018 年 1 月～2021 年

12 月に登録された約 15000 件から以下 1～4 の

条件を満たすデータを対象に生存時間解析を

した。件数は 271 件(図 1)であった。 

1. 非小細胞肺癌(総合ステージ 4)

2. 腺癌

3. 当院が初回治療

4. 経過観察でない

図 1 非小細胞肺癌(総合ステージ 4期)かつ腺癌 

腺癌、細胞障害性肺癌、免疫療法、分子標的

薬を以下のように定義した。 

・腺癌：病理診断テキストに「Adenocarcinoma」、 

または「腺癌」を含む。 

・細胞障害性抗癌：化学療法が有りの中から、 

「免疫療法」および「分子標的薬」を除く。 

・免疫療法：初回治療情報テキストに「免疫

チェックポイント阻害剤」を含む。

・分子標的薬：初回治療情報テキストに「分子

標的薬」を含む。

生存時間の確認は 2023 年 2 月 1 日時点の最

終来院日・死亡日(電子カルテ)を反映させた。 

2 カ月以上生存確認ができない患者に対して

2カ月後を死亡と仮定し、別途生存時間解析(仮

定死亡)をした。1カ月を 30 日とした。 

生存時間・死亡有無・治療法(免疫療法、細

胞障害性抗癌剤、分子標的薬)を用い、以下 5

～7に対して RMST 法および Cox 比例ハザード

回帰で解析した。RMST 法の評価期間(時点)は

55 カ月とした。 

5.免疫療法と細胞障害性抗癌剤の比較

6.免疫療法と細胞障害性抗癌剤(仮定死亡)の

比較

7.免疫療法と分子標的薬(仮定死亡)

【結果】 

5・「免疫療法と細胞障害性抗癌剤」では治療効

果は免疫療法のほうが大きかった。平均生存時

間(RMST 法)が 3.15 月長く(図 2)、ハザード比

は 0.81(図 3)であった。 

図 2 RMST 法による生存時間解析 

免疫療法と細胞障害性抗癌剤の比較 
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図 3 Cox 比例ハザード回帰による生存時間解析 

免疫療法(赤)と細胞障害性抗癌剤(黒)の比較 

6・「免疫療法と細胞障害性抗癌剤(仮定死亡)」

では治療効果は免疫療法のほうが大きかった。

平均生存時間(RMST 法)が 2.74 月長く、ハザー

ド比は 0.84 であった。(図は省略) 

7・「免疫療法と分子標的薬の比較(仮定死亡)」

では治療効果は免疫療法のほうが小さかった。

平均生存時間(RMST 法)が 8.04 月短く(図 4)、

ハザード比は 1.62(図 5)であった。

図 4 RMST 法による生存時間解析 

免疫療法と分子標的薬の比較(仮定死亡) 

図 5 Cox 比例ハザード回帰による生存時間解析 

免疫療法(赤)と分子標的薬(黒)の比較(仮定死亡) 

治療効果は、細胞障害性抗癌剤 ＜ 免疫療法 

＜ 分子標的薬 の順で大きかった。 

【結論】 

平均生存時間はハザード比より治療効果の

臨床的解釈がしやすい。初回治療方針(免疫療

法.細胞障害性抗癌剤.分子標的薬)による平均

生存時間の比較が理解しやすかった。しかし、

時点の選び方によって平均生存時間が変化す

るため注意が必要である。 

【参考文献】 

・がん臨床試験の統計解析手法に関する最近の話

題と医療薬学への応用：ハザード比の問題および

それに代わる要約指標の紹介 

・生存時間型応答の評価指標 日本製薬工業協会

医薬品評価委員会 データサイエンス部会 2017

～2018年度 タスクフォース4生存時間解析チー

ム Ver2.0 2019 年 3 月
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広島県の住民ベースがん登録に基づくがん

患者の拠点病院への集約化と患者特性との

関連 

杉山 裕美、野崎 彩乃、原上 沙織、 

紺田 真微、小田 崇志 

（公財）放射線影響研究所疫学部 

【目的】 広島県第 4 次がん対策推進計画のため

に、がん診療連携拠点病院（拠点病院）へのがん患

者の診断および治療の集約化について、患者特性

との関連を検討した。 

【方法】 2016 から 2019 年にがんと診断され広

島県がん登録に登録された症例（死亡診断書のみ

で登録された者を除く）を対象とした。ロジステ

ィック回帰分析を用いて、初診断病院および治療

病院（自施設で観血的治療・放射線治療・薬物治療

の順でいずれかの治療を行った病院のうち優先順

位の高い病院）が県内拠点病院かと、患者の性別

（ref：男性、女性）、年齢（小児 0－14 歳、AYA15

－39 歳、ref：40－74 歳、高齢者 75 歳以上）、住

所（二次保健医療圏別、ref：広島医療圏）、がん種

（RARECAREnet list の Family 別、ref：消化器

（一般））との関連を検討した。 

【結果】 初診断病院の情報がある患者 90,211 例

のうち、60,156 例（66.7%）が県内拠点病院で初

診断されていた（図 1）。初診断の拠点病院への集

約化は、患者の性別（女性オッズ比（OR）＝0.88, 

95%信頼区間(CI) = 0.86; 0.91）、年齢（小児 OR = 

2.07, 95% CI = 1.39; 3.09、高齢者 OR = 0.66, 95% 

CI = 0.65; 0.68）、患者住所（尾三OR = 0.35, 95%CI 

= 0.34; 0.37、福山・府中 OR = 0.59, 95%CI = 0.56; 

0.61）と関連していた（図 2）。がん種別には、内

分泌器官の OR が低かった（0.56, 95% CI = 0.51; 

0.61）。自施設治療情報がある患者 71,261 例のう

ち、53,972 例（75.7%）が拠点病院で治療を受け

ていた（図 3）。治療の拠点病院への集約化に関連

する要因は、初診断病院と同様の傾向がみられた

が、小児、がん種の肉腫と中枢神経系との関連は

有意ではなくなった（図 4）。 

【結論】 広島県におけるがん患者の県内拠点病院

への集約化は、広島医療圏で強く、高齢者、専門医

療機関がある内分泌器官・脳中枢神経系、隣県で

受療する県東部で弱い傾向があった。今後は患者

特性を踏まえたがん診療支援を、隣県とも協働し

て進める必要がある。 

謝辞：本研究は広島県第 4 次がん対策推進計画策定

のため、がん登録推進法第 18 条に基づき情報の提供

を受け、広島県がん登録室において独自に作成・加工

した資料である。 
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『愛媛県がん情報データベース計画』～地
域のがん情報を有効利用する新たな枠組み 
 
寺本典弘、山下夏美、白岡佳樹、大平由
津子、新居田あおい  
 
四国がんセンター、愛媛県がん登録専門
部会 

 
愛媛県がん情報データベース計画の目的 
 
愛媛県がん診療連携協議会（協議会）・がん
登録専門部会は『がん登録で見る愛媛県の
がん診療』などのがん情報の集計事業を行
ってきたが、愛媛県が委託し協議会が行う
“事業”という枠組みで行ってきたため、“事
業集計”の枠を超える解析を求める医療者
等の要望に答えることが出来なかった。 
収集したがん情報をさらに積極的、有効に
利活用するため、新しい『個人情報保護法』
や『人を対象とする生命科学・医学系研究
に関する倫理指針』に適応した研究の枠組
みで、『がん登録で見る愛媛県のがん診療』
や東班 QI 研究に提出したデータを収集し
た愛媛県がん情報データベース（ECIDB）
を作成することが 2022 年 8 月の協議会役
員会で決定された。 

 
 
 
 
図 1.   愛媛県がん情報データ

ベース計画における情報の研究利用審
査の流れ 
 
新しい法規定の上では個人情報を含む
資料を利用した多施設共同研究の行い
方が整理された。そのため臨床研究に
なれていない病院を含む多数の病院が
参加する多施設共同研究を組織しやす
くなった。 

 
愛媛県がん情報データベース計画の仕組み 

 
協議会所属の全病院から施設責任者を立て
る多施設共同研究として、ECIDB の確立と
利活用の実現性を評価項目とする研究計画
/『愛媛県がん情報データベース計画』を作
成し、中央倫理審査委員会（四国がんセン
ター倫理審査委員会）から承認を受けた。
県内の院内がん登録データ、および東班QI
研究データは各施設長から承諾書を取り、
愛媛県 DB 計画に収載した。県内の多施設
から多職種（病理医、臨床医、統計家医師、
薬剤師、薬剤師、医事担当事務員、診療情報
管理士）で構成する ECIDB委員会がDBの
管理、運営を担当する。 
研究利用に関しては、まず ECIDB の利用
を望む申請者が、ECIDB 委員会に研究計画
書と共に利用を申請する。ECIDB 委員会は
提出された研究の妥当性を審査する。次に
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申請者が ECIDB 計画の付随研究として改
めて、四国がんセンター倫理審査委員会に
研究の承認申請を行う。この形は東班QI 研
究や北信がんプロをモデルとした。 
ECIDB の収集する情報は、これまで『がん
登録でみる愛媛県のがん診療』において収
集していた各施設の個人識別性の高い部分
を削除した院内がん登録データ（0 年およ
び予後付き 5 年データ）と東班 QI データ
である。いずれも各施設長の同意の下
ECIDB に移管される。2024 年の収集から
は、愛媛県がん診療推進病院の予後付きデ
ータおよび東班 QI データも追加される予
定である。 

 

図 2.愛媛県がん情報データベース計画に
おける収集情報と利用の概略 

 
愛媛県DB計画の現状 
 
協議会としては、さまざまな PDCA 活動の
指標を算出することが目的の一つではある
が、愛媛県はがん診療の県内完結性と拠点
病院の占有率が高いので、日本のがん診療
を評価する上でも有用な DB となることを
期待している。ホームページも公開し、利
用に関する提案受け付けている。 

 
図 3. 愛媛県がん情報データベースのペ
ージ（協議会 HP内） 

 
現在、ECIDB計画の第一事例として、拠点
病院におけるがんのセカンドオピニオンの
実施状況を明らかにする研究のデータ利用
申請が ECIDB 委員会・中央倫理審査委員
会で承認された。現在解析中である。 
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愛知県におけるがん登録オンラインシステム導入

状況、遡り調査の回答形式について 

 

羽佐田 香代 1)2)，大島 栄子 1)，古橋 由紀子 1)，平岩 愛
1)，板生 春美 1)，神原 あかり 1)，春日井 京子 1)，尾瀬 

功 3)，伊藤 秀美 1)2) 

 
愛知県健康対策課がん登録室 1， 

愛知県がんセンター研究所がん情報・対策研究分野 2， 

愛知県がんセンター研究所がん予防研究分野 3 

 

１．背景と目的 

 全国がん登録では 2017 年よりがん登録オンライ

ンシステム（以下、GTOL）が利用開始となった。一

方、愛知県では全国がん登録が開始される前の 2013

年 6 月より安全に届出ができるよう「あいち電子申

請・届出システム」を利用している。将来的には

GTOL への一本化を目指しているが、既存の届出シ

ステムの利便性からGTOLによる届出への移行が進

んでいない。 

そこで、GTOL導入と GTOLによる遡り調査の実

態把握と促進のため、アンケート調査を実施した。そ

の集計結果を報告する。 

 

２．方法 

2022 年の遡り調査対象となる愛知県の医療機関

（施設）205施設に対し、調査票送付時にアンケート

を同封し回答を依頼した。内容は、1.GTOL導入の有

無、2.導入済みの施設には、来年の遡り調査方法、3.

未導入の施設には導入予定、そのうち導入予定なし

の施設へはその理由（複数回答可）、とした。解析対

象は、全国がん登録届出実績のある 138施設（67.3%）

とした。 

 

３．結果 

 解析対象における遡り調査回答率は 97.1％、アン

ケ－ト回収率は 87.7%であった。 

GTOL導入済と答えた施設は 76施設（55.1％）で、

未導入と答えた施設は 45施設（32.6％）であった（図

1上段）。GTOL未導入と答えた 45施設のうち 33施

設は今後の導入予定はなく、その理由はハードウエ

ア環境 36.4%、セキュリティ管理 33.3%の順で多か

った（図１中段・右下）。 

 
図 1 GTOL導入の有無 

また、遡り調査実施時に全国がん登録システム上

で確認できる開通状況の比較をしたところ、アンケ

ートでGTOL未導入と回答した 45施設のうち 14施

設が実際には GTOL 開通済みであった。そのうち 8

施設の届出票（R票）はあいち電子申請届出システム

から提出されており、GTOL を導入しているものの

使用されていない状況であった（図１左下）。 

次に、遡り調査票（F票）の提出方法についての結

果を示す（図２）。提出に GTOL を利用した施設は

23施設で、全体の 16.7％にとどまった。来年のＦ票

の提出に GTOL の利用を希望する施設は 23 施設で

あり、GTOL を利用して提出したがアンケート未回
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答の 6施設は来年もGTOL利用を継続すると捉える

と、来年は、F票の提出に GTOLを利用する施設は

29施設（約 21.0％）になると予測された。 

GTOL導入済みと回答した 76施設中、F票の提出

に GTOLを利用した施設は 15施設（9.7％）にとど

まった。来年、紙媒体である OCR 票の提出から

GTOL による提出へ変更を予定している施設が 9 施

設（11.8％）あり、GTOL 利用継続予定の 14 施設

（18.4％）と合わせると、23施設（30.3％）からGTOL

による提出が見込まれる。 

また、GTOL導入済であるが、OCR票として F票

を提出した 61 施設について R 票の提出状況を確認

したところ、43施設（70.5％）は GTOL経由で、12

施設（19.6％）はあいち電子申請届出システム経由で

提出されていた。

 

図 2 遡り調査回答 提出方法 

 

４．まとめと考察 

届出実績のある遡り調査対象施設の GTOL導入率

は 5 割強であり、導入が進んでいるとは言えない状

況であった。導入が進まない理由は、接続環境が整わ

ない施設が多いことと、愛知県は「あいち電子申請・

届出システム」での届出が可能なことが GTOL導入

停滞の一因と推察された。 

GTOL による遡り調査実施率では、GTOL 導入施

設であっても圧倒的に OCR 票の提出が多く、GTOL

利用率は 2 割以下と明らかに低かった。また、R 票

は GTOL を利用して提出していても、OCR 票を提

出する施設が多く、その理由として OCR票による回

答が容易なことがと考えられた。しかし、OCR票で

の提出では①エラーチェック機能がないこと、②シ

ステムへの読み込みエラーの対処など手間がかかり

ミスを誘発しやすいなど、デメリットが多いため

GTOL利用を利用した F票の提出が望まれる。 

 

５．結論 

遡り調査時に、GTOL 導入状況や来年に希望する

遡り調査方法についてアンケート調査を実施したと

ころ、届出実績のある遡り調査対象施設の GTOL導

入率、GTOL導入しているが GTOLによる遡り調査

の実施率が明らかに低いことがわかった。今年の

GTOL更改を機に、研修会などを通じて GTOLの利

便性を伝え、各医療機関へ GTOL導入・遡り調査の

GTOL利用を呼びかけていく予定である。 
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～がん登録データの存在と意義を伝えるための取り組み～

梅田　弘美　甲斐　万智子
天谷　恭子　國枝　克行がん医療センター　がん登録室

がん登録からの応援「エール」を
より多くの人に届けるために

◆ より多くの人にがん登録の仕組みや
役割についての広報活動

◆  使う人の立場に立った情報提供

2. 現状と問題点

❷　医師等のための緩和ケア研修会にてがん登録の仕組みについて説明
　　開催日 ： 令和4年12月10日（土）
　　受講者 ： 院内 23 名(医師 4名、研修医 16名、公認心理師 3名)
　　 　　　  院外 11 名(内研修医 8名、公認心理師 1名)  合計 34名

課
題

必
要
な
こ
と

大切なことは…

がん登録は何のために、誰のためにあるのか

（※写真はイベント時の様子）

◆ がん登録データを使う人の「エール」になるような、よりわかりやすい
 情報提供を積極的に行う必要がある。
◆ 県内の拠点病院の実務者と協力し患者会の方の思いを聞く機会など
 を設け、よりニーズに合った情報提供について考え実現できるように 
 なるとよい。

❶　広報用のポスターを制作し、ホームページや県内の拠点病院と
　　「みんなの森・ぎふメディアコスモス」（岐阜市）で共同開催した
　　イベントで展示。（繋ぐ：10/12　AYAWEEK：3/5）

1.

2.

3. 取り組み

岐阜市にある病床数620床の中核病院で地域がん診療連携拠点病院
院内がん登録は2007年診断症例より開始。

◆ 登録累計件数は約27,600件

1. 当院の紹介

4. 考 察

◆ がん登録データはがん患者にとって治療の場や
治療内容を選択する際の情報収集に必要不可
欠なものであるが、がん登録の認知度が低く活
用が進んでいない。

◆  情報提供内容・方法がわかりにくく、利用しにくい。
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青森県におけるがん死亡率改善に向けた取組
「科学的根拠に基づくがん検診推進事業」について

熊谷 知貴１），山本 倫子１），赤石 直也１），小山田 郁生１），工藤 光１），
三村 光司１），松坂 方士２），斎藤 博３） 青森県庁１，弘前大学医学部附属病院２，青森県立中央病院３
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付録 

ＪＡＣＲ活動資料 



 



日本のがん登録をめぐる足跡（年表） 

 

 

 

日本のがん登録をめぐる足跡 

 

1951 年 ・わが国初の地域がん登録が宮城県内で開始 

1954 年 ・日本で初めて地域がん罹患率が報告される 

1957 年~58 年 ・広島市（1957 年）と長崎市（1958 年）の医師会が 

原爆傷害調査委員会（現、公益財団法人放射線影響研究所）の協力を得て腫瘍登録を開

始 

1962 年 ・大阪府と愛知県で地域がん登録が開始 

1970 年代 ・神奈川県（1970 年）、鳥取県（1971 年）、北海道（1972 年）、高知県（1973

年）、 山形県（1974 年）、千葉県（1975 年）で地域がん登録が開始 

1975 年 ・厚生労働省の支援を受けて地域がん登録研究班が発足 

1979 年 ・国の第 4 次悪性新生物実態調査で初めて地域のがん 3 年生存率が公表される（13 道府

県） 

1983 年 ・老人保健法公布に伴う、国庫補助の開始 

（それまで 14 道府県で実施されていた地域がん登録制度が多くの自治体に急速に広がる） 

1984 年 ・第 8 回国際がん登録学会が福岡市で開催される 

1989 年 ・国の第 5 次悪性新生物実態調査に 1 道 1 府 14 県 2 市のがん登録が参加 

1992 年 ・地域がん登録全国協議会（JACR）が大阪で発足 

1995 年 ・JACR モノグラフが創刊される（以後年 1 回刊行） 

1996 年  ・地域がん登録研究班が「がん登録個人情報保護」ガイドラインを発表 

1998 年 ・補助金の一般財源化がん登録は、都道府県の自主性に委ねられる  

2002 年８月 ・健康増進法公布 がん登録を国及び地方公共団体の努力義務と規定 

2004 年 4 月 ・第 3 次対がん 10 か年総合戦略が始まる。「がん予防対策のためのがん罹患・死亡動向の実態 

把握の研究」班による 15 府県に対しての支援体制が開始 

 

2005 年 9 月 ・JACR が「地域がん登録における機密保持に関するガイドライン」を刊行する（大島明理事長） 

2006 年 6 月 ・がん対策基本法公布 

2006 年 10 月 ・国立がんセンターがん対策情報センターがん情報・統計部地域がん登録室の開設 

2007 年 4 月 ・がん対策推進協議会が発足 がん対策推進基本計画が公表される 

・ がん対策基本法の理念に基づきがん診療連携拠点病院の指定が開始 

（これによりがん罹患の届出件数が全国的に急増する） 

 

2010 年１月 ・JACR が NPO 法人となる 

2010 年 10 月 ・第 32 回国際がん登録学会（横浜市）を、国立がん研究センターと JACR が共催する 

 



日本のがん登録をめぐる足跡（年表） 

 

 

 

2012 年  ・がん対策推進協議会にて次期がん対策推進基本計画が策定され、がん登録の更なる推進が

明記される 

・JACR ががん登録の法制化を要望する意見書を厚労大臣らへ提出 

・宮崎県と東京都を最後に、全国 47 都道府県で地域がん登録事業が実施される体制に 

・国際がん研究機関（IARC、リヨン）が発刊する、「5 大陸のがん罹患」第 1０巻に、 宮城、新

潟、福井、愛知、大阪、広島、佐賀、長崎のデータが掲載。宮城は、 第 1 刊から連続 10 回の

掲載となる。 

 

2013 年 ・「がん登録推進法」が成立（12 月 6 日） 

2015 年 ・ JACR が安全管理措置モニタリング事業を開始 

2016 年 1 月 ・「がん登録推進法」が施行。地域がん登録は国の事業となる。 

2016 年 ６月 ・地域がん登録全国協議会は日本がん登録協議会と改名。 

2016 年 9 月 ・JACR が朝日がん大賞を受賞 

2016 年 10 月 ・JACR は国立がんセンターからの受託業務として、都道府県のがん中央登録室・職員を対象とし

た安全管理措置モニタリング事業を開始 

2017 年６月 ・全国がん患者連合会と JACR が J-CIP プロジェクト協定書を締結 

 

2018 年 1 月 ・日本からは宮城、秋田、山形、栃木、群馬、茨城、神奈川、新潟、福井、山梨、愛知、大阪、

兵庫、広島、愛媛、佐賀の 16 府県が参加した、CONCORD-3 の結果の論文が LANCET に掲

載 

2018 年 11 月 ・JACR が認定 NPO 法人となる 

2019 年 1 月 ・がん登録推進法に基づく初めての集計値が厚労省から公表される 

2023 年 10 月   ・国際がん研究機関（IARC、リヨン）が発刊する、「5 大陸のがん罹患」第 12 巻に、青森、宮城、

秋田、群馬、愛知、大阪、広島、全日本のデータが掲載。がん登録推進法施行以来初めての全

国がん登録情報を含む海外共同研究。 

 



 

 

JACR の状況（２０２４年３月１日時点） 

 

■団体正会員（都道府県等）：47 都道府県 1 市、1 研究団体 

北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、 

埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、富山県、石川県、福井県、山梨県、 

長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥取県、島根

県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮

崎県、鹿児島県、沖縄県、広島市 

（一社）CDAA 

 

■団体正会員（病院等関連団体等）：9 団体 

大阪医科大学、 大阪医科大学附属病院、 桐生厚生総合病院、 群馬県立がんセンター、 高崎総合医療センター、

琉球大学病院がんセンター、群馬大学医学部附属病院、四国がんセンター院内がん登録室、愛知県がんセンター 

 

■個人正会員（24 名） 

岡本 直幸様、 猿木 和久様、 田中 英夫様（他 21 名） 

 

■団体賛助会員（26 団体） 

（公社）日本医師会、 東京海上日動あんしん生命保険（株）、 東京海上日動火災保険（株）（4 口） 

アフラック生命保険（株）（3 口） 

味の素（株）、（一社）全日本コーヒー協会、（株）レナテック、（株）ヤクルト本社、（公社）日本歯科医師会、 

三井住友海上あいおい生命（株）富士フイルムメディカル（株）（2 口） 

アストラゼネカ（株）、 (一社)群馬県病院協会、（株）キャンサースキャン、（公財）日本対がん協会、 

サイニクス（株）、大鵬薬品工業（株）、第一三共（株）、武田薬品工業（株）、 中外製薬（株）、 

ノバルティスファーマ（株）、 ファイザー（株）、 メルクバイオファーマ（株）、 MSD（株）、日本生命保険相互会社、

（公社）日本薬剤師会（1 口） 

 

■個人賛助会員（5 名） 

戸井田 睦美様（他 4 名） 

  



 

 

 

 

■役員（役職別 50 音順、敬称略） 

理事長 猿木 信裕 群馬県衛生環境研究所 

副理事長 大木 いずみ 埼玉県立大学 

西野 善一 金沢医科大学 

宮代 勲 大阪国際がんセンター 

理事 伊藤 秀美 愛知県がんセンター研究所 

片山 佳代子 群馬大学 

金村 政輝 宮城県立がんセンター研究所 

杉山 裕美 （公財）放射線影響研究所 

寺本 典弘 四国がんセンター 

増田 昌人 琉球大学医学部附属病院がんセンター 

松坂 方士 弘前大学医学部附属病院 

監事 田渕 健 日本造血細胞移植データセンター 

茂木 文孝 （公財）群馬県健康づくり財団 

第 33 回 

学術集会長 

田村 研治 島根大学医学部附属病院 

腫瘍内科／先端がん治療センター 

顧問 

 

岡本 直幸 株式会社レナテック 

田中 英夫 大阪府寝屋川市保健所 

鶴田 憲一 衛生部長会名誉会長 

中澤 よう子 衛生部長会会長 

 

■各種委員会（役職別 50 音順、敬称略） 

学術委員会 宮代 勲 委員長 / 副理事長  大阪国際がんセンター 

西野 善一 副理事長 金沢医科大学 

片山 佳代子 理事 

 

群馬大学 

杉山 裕美 （公財）放射線影響研究所 

伊藤 ゆり 専門委員 

 

大阪医科薬科大学 

中林 愛恵 島根大学 

安全管理委員会 西野 善一 委員長 / 副理事長 金沢医科大学 

大木 いずみ 副理事長 埼玉県立大学 

伊藤 秀美 理事 

 

愛知県がんセンター研究所 

金村 政輝 宮城県立がんセンター研究所 

茂木 文孝 監事 （公財）群馬県健康づくり財団 

森島 敏隆 専門委員 大阪国際がんセンター 

広報委員会 松坂 方士 委員長 / 理事 弘前大学 



 

 

片山 佳代子 理事 

 

群馬大学 

杉山 裕美 （公財）放射線影響研究所 

田渕 健 監事 日本造血細胞移植データセンター 

阪口 昌彦 専門委員 

 

大阪電気通信大学 

森島 敏隆 大阪国際がんセンター 

教育研修委員会 伊藤 秀美 委員長 / 理事 愛知県がんセンター研究所 

大木 いずみ 副理事長 埼玉県立大学 

金村 政輝 理事 

理事 

宮城県立がんセンター 

杉山 裕美 （公財）放射線影響研究所 

海崎 泰治 専門委員 

 

福井県立病院 

小塚 祐司 三重大学 

齊藤 真美 北海道がんセンター 

田中 里奈 弘前大学 

寺本 典弘 四国がんセンター 

中田 佳世 大阪国際がんセンター 

中林 愛恵 島根大学 

松本 吉史 大阪医科薬科大学病院 

国際交流委員会 杉山 裕美 委員長 / 理事 （公財）放射線影響研究所 

松坂 方士 理事 弘前大学 

梶原 麻里 専門委員 大阪国際がんセンター 

中田 佳世 大阪国際がんセンター 

J-CIP 委員会 伊藤 ゆり 委員長 / 専門委員 大阪医科薬科大学 

猿木 信裕 理事長 群馬県衛生環境衛生所 

伊藤 秀美 理事 愛知県がんセンター研究所 

片山 佳代子 群馬大学 

杉山 裕美 （公財）放射線影響研究所 

寺本 典弘 四国がんセンター 

増田 昌人 琉球大学病院がんセンター 

松坂 方士 弘前大学 

田渕 健 監事 日本造血細胞移植データセンター 

阪口 昌彦 専門委員 大阪電気通信大学 

中田 佳世 大阪国際がんセンター 

山下 夏美 四国がんセンター 

 

インフォマティクス委員会 田渕 健 委員長 / 監事 日本造血細胞移植データセンター 



 

 

 

 

猿木 信裕 理事長 群馬県衛生環境衛生所 

松坂 方士 理事 弘前大学 

阪口 昌彦 専門委員 

 

大阪電気通信大学 

森島 敏隆 大阪国際がんセンター 

基盤整備委員会 猿木 信裕 委員長 / 理事長 群馬県衛生環境衛生所 

大木 いずみ 副理事長 

 

埼玉県立大学 

西野 善一 金沢医科大学 

片山 佳代子 理事 群馬大学 

田渕 健 監事 日本造血細胞移植データセンター 

伊藤 ゆり 専門委員 

 

大阪医科薬科大学 

阪口 昌彦 大阪電気通信大学 

 



 

 

 

 

表彰制度 

 

（1）藤本伊三郎記念がん登録学術奨励賞 

2012 年度から 2021 年まで設けられた表彰制度「日本がん登録学術奨励賞」を引継ぎ、「藤本伊三郎賞」（2021 年

終了）とは別の表彰制度として 2022 年（受賞年：令和 3 年度）から実施する。 

受賞者歴（敬称略） 

※所属は受賞当時 

受賞年 回 受賞者 所属※ 

令和 3 年 第 1 回 ― ― 

令和 4 年 第 2 回 中林 愛恵 島根大学医学部附属病院 

 

（2）学術奨励賞 

がん記述疫学の研究分野で優れた研究業績のある 50 歳以下の研究者を対象とする。（2022 年から藤本伊三郎記

念がん登録学術奨励賞に統合） 

 受賞者歴（敬称略） 

※所属は受賞当時 

受賞年 回 受賞者 所属※ 

令和 2 年 第 10 回 森島 敏隆 大阪国際がんセンター 

令和 元年 第 9 回 松坂 方士 弘前大学医学部附属病院 

令和 30 年 ― ― ― 

平成 29 年 第 7 回 伊藤 秀美 愛知県がんセンター研究所 

中田 佳世 大阪国際がんセンター 

平成 28 年 第６回 田淵 貴大 大阪国際がんセンター 

平成 27 年 ― ― ― 

平成 26 年 第４回 伊藤 ゆり 大阪府立成人病センター 

平成 25 年 第３回 片野田 耕太 国立がん研究センター 

平成 24 年 第２回 杉山 裕美 放射線影響研究所 

平成 23 年 第１回 松田 智大 国立がん研究センター 

 

 

 

 

 

 



 

 

（3）藤本伊三郎賞 

国際がん登録学会など、JACR が指定する国際学会において、がん記述疫学・がん対策の研究分野で優秀な研究発表

を行った 45 歳以下の者を対象とする。 （2021 年終了） 

これまでの受賞者歴（敬称略） 

※所属は受賞当時 

受賞年 受賞者 所属※ 

令和 2 年 ― ― 

令和元年 碓井 喜明 愛知県がんセンター 

中田 佳世 大阪国際がんセンターがん対策センター 

平成 30 年 ― ― 

平成 29 年 田中 里奈 弘前大学大学院医学研究科 

福井 敬祐 大阪国際がんセンター 

平成 28 年 松坂 方士 弘前大学医学部附属病院 

中川 弘子 愛知県がんセンター研究所 

平成 27 年 堀 芽久美 国立がん研究センター 

平成 26 年 伊藤 ゆり 大阪府立成人病センター 

松坂 方士 弘前大学大学院医学研究科 

 

（4）がん登録実務功労者表彰 

全国（地域）・院内がん登録の実務経験が 3 年以上あり、全国（地域）・院内がん登録で功績をあげた者、今後の

活躍が期待できる者、データ活用、がん対策に貢献した者を対象とする。 

受賞者歴（敬称略） 

※所属は受賞当時    *院内がん登録表彰 **地域・院内がん登録表彰 

受賞年 受賞者 所属※ 

令和 4 年 泉 礼典 青森労災病院 

田澤 百合子 青森県立中央病院 

田中 志依 むつ総合病院 

相馬 郁子 三沢市立三沢病院 

坪 浩史 国保黒岩病院 

臼井 由美子 千葉県がんセンター研究所 

宮下 佳也子 東京都福祉保健局 

梅田 弘美 岐阜県総合医療センター 

野崎 彩乃 公益財団法人放射線影響研究所 

松木 美保 愛媛大学医学部附属病院 

水藤 薫 公益財団法人放射線影響研究所 



 

 

 

 

令和 3 年 柿﨑 裕則 東京都福祉保健局 

赤羽 昌昭 長野県がん登録室 

岩下 由布子 長野県がん登録室 

松原 真紀 長野県がん登録室 

西村 幸恵 愛知県健康福祉部 

久馬 麻希 大阪国際がんセンター 

佐々 美佐紀 公益財団法人放射線影響研究所 

葛西 憲子* 弘前大学医学部附属病院 

三國 裕子* 青森県立中央病院 

鈴木 信行* 日本赤十字社愛知医療センター 

長谷川 篤美* 小牧市民病院 

原 加奈子* 大阪国際がんセンター 

舩越 美華* 鳥取大学医学部医事課 

令和 2 年 下田 友美 栃木県立がんセンター 

古内 佳帆里 栃木県立がんセンター 

古川 佳美 千葉県立がんセンター研究所 

今井 香織 神奈川県立がんセンター臨床研究所 

伊藤 沙織 公益財団法人放射線影響研究所 

紺田 真微 公益財団法人放射線影響研究所 

野口 智佳 長崎県がん登録室 

亀山 晃恵* 群馬県立がんセンターがん登録室 

越智 恵* 住友別子病院 

田村 純子* 松山赤十字病院 

矢野 幸子* 済生会今治病院 

山田 恵子* 元・市立宇和島病院 

菊地 康子** 栃木県立がんセンター 

令和元年 米山 晶子 山梨県がん登録室 

林 美希子 公益財団法人放射線影響研究所 

齊藤 真美** 国立病院機構北海道がんセンター 

平成 30 年 河内 加代 群馬県健康づくり財団がん登録室 

平岩 愛 愛知県がん登録室 

森脇 宏子 公益財団法人放射線影響研究所 

野口 真理 高知大学医学部附属病院 

林田 正信 長崎県がん登録室 

伊佐 奈々* 琉球大学医学部附属病院 



 

 

平成 29 年 上村 吉作 東京都がん登録室 

髙橋 志保子 千葉県がんセンター 

小井手 佳代子 愛知県がんセンター研究所 

原上 沙織 放射線影響研究所 

安倍 由香里 大分県福祉保健部 

梅本 礼子* 山陽女子短期大学 

中林 愛恵** 島根大学医学部附属病院 

平成 28 年 池田 映子 岩手県医師会成人病登録室 

原田 桃子 秋田県総合保健事業団 

只野 恭子 栃木県立がんセンター 

江口 高子 千葉県がんセンター研究所 

船戸 静子 千葉県がんセンター研究所 

伊藤 桂 放射線影響研究所疫学部腫瘍組織登録室 

西森 京子 四国がんセンター 

平成 27 年 川村 麻美 弘前大学医学部附属病院 

稲田 潤子 千葉県がんセンター研究所 

高峰 友紀子 千葉県がんセンター研究所 

石田 理恵 大阪府立成人病センター 

岡元 かおり 大阪府立成人病センター 

大塚 理可 岡山大学病院医事課（岡山県がん登録室） 

片山 康子 放射線影響研究所疫学部腫瘍組織登録室 

坂本 雅美 長崎県がん登録室（放射線影響研究所） 

山口 智子 長崎県がん登録室（放射線影響研究所） 

平成 26 年 新藤 啓子 山梨県福祉保健部健康増進課 

平成 25 年 菅野 京子 一般社団法人岩手県医師会 

田中 直美  群馬県健康づくり財団 

小平 良子 岐阜県健康福祉部保健医療課 

河村 知江子 三重大学医学部附属病院 

砂本 三智夫 （公財）放射線影響研究所広島研究所 

永吉 明子  長崎県がん登録室（放射線影響研究所） 

西郡 典子  大分県福祉保健部健康対策課 

平成 24 年 佐藤 雅子 秋田県総合保健事業団 

鷹箸 淳子 栃木県立がんセンター 

山口 通代 愛知県健康対策課がん対策グループ 

中村 さおり （公財）放射線影響研究所広島研究所 



 

 

 

 

 

（5）都道府県がん登録実務功労賞 

各県のがん登録室を対象とする。Gold は CONCORD・CI5 参加府県、Silver は MCIJ A 基準を満たす県と、2 つの

基準を設けて都道府県のがん登録室の表彰を行う。 

平成 29 年度 

 

Gold 受賞県 

 

宮城県、秋田県、山形県、栃木県、群馬県、茨城県、神奈川県、新潟県、福井県、山梨県 

愛知県、大阪府、兵庫県、広島県、愛媛県、佐賀県 

 

Silver 受賞県 

北海道、青森県、宮城県、埼玉県、静岡県、長野県、岐阜県、石川県、滋賀県、三重県 

奈良県、和歌山県、島根県、鳥取県、岡山県、山口県、香川県、徳島県、高知県、福岡県 

長崎県、大分県、熊本県、鹿児島県 

平成 30 年度 

Gold 受賞県 ― 

 

 

Silver 受賞県 

北海道、青森県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県 

千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、石川県、福井県、山梨県、長野県、岐阜県、静岡県 

愛知県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、奈良県、和歌山県、島根県、鳥取県、岡山県 

広島県、山口県、徳島県、愛媛県、高知県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県 

鹿児島県、沖縄県 

 



  

 

学術集会の開催履歴 

 

開催日 回 開催地 大会長 

平成 4 年 12 月 10 日 第 1 回 大阪市 藤本 伊三郎 

平成 5 年 10 月 8 日 第２回 仙台市 高野 昭 

平成 6 年 9 月 21 日 第３回 広島市 馬淵 清彦 

平成 7 年 9 月 21 日 第４回 山形市 佐藤 幸雄 

平成 8 年 9 月 20 日 第５回 長崎市 池田 高良 

平成 9 年 9 月 12 日 第６回 千葉市 村田 紀 

平成 10 年 9 月 4 日 第７回 名古屋市 田島 和雄 

平成 11 年 9 月 14 日 第８回 神戸市 石田 輝子 

平成 12 年 9 月 14 日 第９回 横浜市 岡本 直幸 

平成 13 年 9 月 14 日 第１０回 大阪市 大島 明 

平成 14 年 9 月 13 日 第１１回 米子市 岸本 拓治 

平成 15 年 9 月 12 日 第１２回 福井市 藤田 学 

平成 16 年 9 月 2 日 第１３回 仙台市 辻 一郎 

平成 17 年 9 月 2 日 第１４回 東京都 祖父江 友孝 

平成 18 年 9 月 1 日 第１５回 山形市 松田 徹 

平成 19 年 9 月 7 日 第１６回 広島市 児玉 和紀 

平成 20 年 9 月 12 日 第１７回 長崎市 関根 一郎 

平成 21 年 9 月 4 日 第１８回 新潟市 小松原 秀一 

平成 22 年 10 月 15 日 第１９回 横浜市 岡本 直幸 

平成 23 年 9 月 15 日 第２０回 千葉市 三上 春夫 

平成 24 年 6 月 8 日 第２１回 高知市 安田 誠史 

平成 25 年 6 月 14 日 第２２回 秋田市 加藤 哲郎 

平成 26 年 6 月 13 日 第２３回 津市 中瀬 一則 

平成 27 年 6 月 11 日 第２４回 前橋市 猿木 信裕 

平成 28 年 6 月 3 日 第２５回 金沢市 西野 善一 

平成 29 年 6 月 9 日 第２６回 松山市 寺本 典弘 

平成 30 年 6 月 13 日 第２７回 那覇市 増田 昌人 

令和元年 6 月 19 日 第２８回 札幌市 高橋 將人 

令和２年 6 月 4 日 第２９回 宇都宮市（WEB 開催） 大木 いずみ 

令和 3 年 6 月 9 日 第３０回 東京都（WEB 開催） 田渕 健 

令和 4 年 6 月 2 日  第３１回 松本市（WEB 開催） 小泉 知展 



 

令和 5 年 6 月 8 日 第３２回 青森市 斎藤 博 

令和 6 年 6 月予定 第３３回 出雲市 田村 研治 

令和 7 年 6 月予定 第３４回 名古屋市 伊藤 秀美 

 



 

 

主な刊行物 

 

（1） NEWSLETTER 

No.1～ No.55（1997 年度～2023 年度） 

年２回刊行 

http://www.jacr.info/publicication/publicication3.html にて公開 

 

（2） JACR Monograph 

No.1～No.28（1994 年度～2022 年度） 

 

（3） 私たちの地域がん登録 

2012 年出版 

 

（4） 地域がん登録の手引き 改訂第５版・詳細版 

2013 年発行 

 

（5） がん登録の手引き 改訂第 6 版 

 2018 年発行 

 

（6） 地域がん登録における機密保持に関するガイドライン 

  2005 年 9 月発行 

 

（7） 日本の住民ベースがん登録に基づく希少がんデータブック 

     2022 年 11 月発行 

 

（8） トロント小児がん病期分類ガイドラインに基づく住民ベースのがん登録のための小児がん病期分類 第 2 版 

     2023 年 1 月発行 

 

国内での主な催し 

 

（1） 日本医師会との共催シンポジウム 

  「がん登録の社会への貢献」  

2024年2月18日(日) 14:00～17:00 形式：現地開催、オンデマンド配信 

参加登録者数︓135名 



JACR モノグラフ 投稿規程 
2023 年 10 月 2 日修正版 

１．対象とする論文の学術領域 
JACR モノグラフは、以下に関する論文の投稿を歓迎します。 

①全国がん登録や地域がん登録資料を活用したがんの記述疫学研究

②人口動態死亡情報等の政府統計資料を用いた、がんの記述疫学研究

③院内がん登録資料を用いた病院のがん医療機能の評価に関する研究

④がん対策の企画、立案、モニタリング、評価に関する政策的研究

⑤がん登録事業の充実や、資料の利活用の促進を図るための法社会科学および情報科学的研究

⑥がん登録資料との記録照合の結果を用いたコーホート研究

⑦その他の国際協同研究を含めたがんの記述疫学的研究

２．投稿受付期間 
当該年度に発行されるモノグラフの投稿受付期限は、同一年度の 9 月 30 日までとします。 

３．投稿論文の種類と原稿のスタイル 

(1) 原著

1) タイトルページ ①タイトル、②著者名、③著者の所属施設、④Corresponding author 名とその連絡先（住所、電話

番号、FAX 番号、電子メール）、⑤論文の種類、⑥要旨と本文それぞれの文字数

2) 要旨 800 字以内。構造化（目的、方法、結果、結論）が望ましい。

3) 本文 「1．はじめに」、「2．方法」、「3．結果」、「4．考察」で構成するが、必要に応じ、2.(1),1)と、群小化して良い。

必要に応じ、謝辞を「4．考察」の後につける。謝辞を含め、6000 字以内とする。

4) 図表は、合計 8 つまでとする。引用文献は、30 編までとする。

(2) 総説

1) タイトルページ 原著論文に同じ。

2) 要旨 800 字以内。

3) 本文 内容に応じ、適宜構造化を図る。謝辞を含め、8000 字以内とする。

4) 図表は合計 6 つまでとする。引用文献は、60 編までとする。

(3) 資料

地域がん登録資料、政府関係資料、院内がん登録資料等を用いた統計データの提示を中心とした論文や、がん登録

事業やがん対策の充実に役立つと考えられる資料。

1) タイトルページ 原著論文に同じ。

2) 要旨 400 字以内。

3) 本文 内容に応じ、適宜構造化を図る。謝辞を含め、4000 字以内とする。

4) 図表は合計 10 までとする。引用文献は、20 編までとする。

(4) がん登録事業活動報告

登録精度や即時性の向上などに関するユニークな取り組みとその効果評価、広報活動、実務担当者への教育研修活

動など、他県の取り組みの参考になると考えられる活動の紹介。

1) タイトルページ 原著論文に同じ。

2) 要旨 400 字以内。

3) 本文 内容に応じ、適宜、構造化を図る。謝辞を含め、4000 字以内とする。

4) 図表は合計 6 つまでとする。引用文献は、10 編までとする。



(5) 提言

がん登録事業やがん対策の企画、実行、評価活動とその基盤整備に関する提案・提言。提言の狙い・意義、提言の理

論的根拠、提言の根拠となる先行事例、提言が実現した場合に生じるメリットデメリットなどについて、言及すること。

1) タイトルページ 原著論文に同じ。

2) 要旨 400 字以内。

3) 本文 内容に応じ、適宜、構造化を図る。謝辞を含め、4000 字以内とする。

4) 図表は合計 4 つまでとする。引用文献は、20 編までとする。

４．投稿原稿の執筆要領 

(1) MS Word（ver.2010 以降）を使って日本語で作成する。数字及びアルファベットは原則として半角とする。

(2) 数字は算用数字を用い、単位や符号は慣用のものを用いる。

(3) 特殊な、あるいは特定分野のみで用いられている単位、符号、略号ならびに表現には簡単な説明を加える。

(4) 異なる機関に属するものが共著である場合は、各所属機関に番号をつけて氏名欄の下に一括して示し、その番号を

対応する著者の氏名の右肩に記す。

(5) 図、表および写真には図 1、表 1、および写真 1 などの番号をつけ本文とは別にまとめておく。表は表題とともに 1 枚
の用紙に 1 つとする（図、写真についても同じ）。図は凡例とともに原則としてそのまま掲載できる明瞭なものとする。

図表は、 Excel もしくは Power Point （どちらも ver.2010 以降）で作成する。写真は JPEG もしくは GIF データで提出

する。図、表、写真は、全て白黒印刷となるので、それを念頭に凡例などを作成すること。なお、Supplementary
Information として、電子的補助資料（図、写真、表）を添付することができる。Supplementary Information は JACR の

会員用 Web ページにて公表する。

(6) 引用文献の後に、英文 Summary を掲載することができる。採択された論文の英文 Summary は、図表とともに JACR

のホームページに掲載される場合があることを承諾することが、英文 Summary を JACR モノグラフに掲載することの

条件となる。当誌への英文 Summary の掲載を希望する場合は、ローマ字による著者名と所属施設名と 400 単語以

内の英文

Summary を、この順番で引用文献の後の頁に用意する。そして、図表およびその凡例とタイトルは、英語で作ること。

なお、英文 Summary は、専門家によるチェックを受けておくことが望ましい。

(7) 引用文献の記載様式

1) 文献は本文の引用箇所の肩に 1)、1～5)、1,3～5)と、引用する順に番号で示し、本文の後に一括して引用番号

順に記載する。文献の著者が 3 人までは全員、4 人以上の場合は 3 人目までを挙げ、4 人目以降は省略して、3 

人の著者名+『，他』とする（以下の例を参照）。英文の文献で著者が 4 人以上の場合は、3 人の著者名+『，et al.』

とする。  

2) 雑誌名はその雑誌が使用している略名がある場合は使用してもよい。

3) 記載方法は下記のとおり。

① 雑誌の場合 著者名．表題．雑誌名．発行年（西暦）；巻：頁‐頁．

例 1：田中英夫，西山謹司，津熊秀明他．癌専門医療施設における放射線治療の動向．癌の臨床．

2001 47：449-455． 
例 2：Tanaka H, Uera F, Tsukuma H, et al. Distinctive change in male liver cancer incidence rate between the 1970s 

and 1990s in Japan: comparison with Japanese-Americans and US whites. 
Jpn J Clin Oncol. 2007;37:193-196.  

② 単行本の場合 著者名．表題．編集名．書名．発行所所在地：発行所，発行年（西暦；）頁‐頁．

例 3：雑賀公美子，松田智大，祖父江友孝．日本のがん罹患の将来推計．祖父江友孝，片野田耕太，味木和喜 



子，津熊秀明，井岡亜希子，編． がん・統計白書 2012．東京：篠原出版新社，2012；63‐82．  
例 4：Tanaka H. Prevention of cancers due to infection. Miller AB, eds.Epidemiologic studies in cancer prevention 

and screening. New York: Springer, 2012; 65-83. 
③ インターネットのサイトの場合 他に適切な資料が得られない場合は文献として使用してもよいこととする。この場

合は、サイト名とアドレスを簡潔かつ明確に記載するとともに、アクセスした年月日も付記すること。

５．投稿方法次のファイルを下記メールアドレスまで電子メールに添付して送信します。 

(1) 送信するファイル

1) タイトルページ、要旨、本文、引用文献、英文 Summary ページまでを通して頁番号を付したファイル。

2) 図表は 1 点につき 1 つのファイル。

(2) 送り先 日本がん登録協議会事務局 contact@npo-jacr.jp
６．採択の方針投稿原稿の採否は、原則として peer review による査読プロセスを経て、JACR モノグラフ編集委員で審議し決

定します。採択決定の前に corresponding author に対し、revision を指示することがあります。 

７．著作権 
掲載された論文の著作権は、JACR に帰属します。二重投稿に関する責任は著者が負うものとします。 

８．その他、本規定に対する問い合わせは、事務局（contact@npo-jacr.jp ）まで。 

mailto:contact@npo-jacr.jp
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